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第１節　沿革

　熊本の地における医学教育、すなわち肥後医育の源流を辿れば、１７５６（宝暦６）年熊本藩の
細川重賢が創設した医学寮再春館まで遡ることができる。明治維新を経て、１８７０（明治３）
年に「再春館」は熊本藩知事細川護久によって廃止された。その後、明治前半期には、熊
本城古城に設置された西洋医学の「病院」に併設された「医学所（いわゆる古城医学校）」を
はじめとするいくつかの医学教育施設が創設されたが、本学医学部の歴史と直結する形で
遡れば、１８９６（明治２９）年県立病院長・谷口長雄によって創立された「私立熊本医学校」に
辿り着く。その後、いくたびかの変遷を経て、１９４９（昭和２４）年５月３１日に公布された「国
立学校設置法」によって総合大学としての熊本大学が発足し、熊本大学医学部が誕生し
た。なお、この間の詳細については、通史編第１編の熊本医科大学の章並びに１９９６（平成
8）年に刊行された『熊本大学医学部百年史』（熊本大学医学部同窓会「熊杏会」刊）を参照
されたい。
　発足当初の熊本大学医学部には２４講座（基礎系、臨床系各１２講座）が設置された。学生定
員は８０名、学生の修業年限は４年制で、他学部あるいは他大学に２年以上在学、若しくは
これと同等以上の学力があると認められた者に受験資格を与えていた。その後、１９５４（昭
和２９）年３月の法律第１９号によって、医学部と歯学部は６年制となり、２年制の医学進学
課程と４年制の医学専門課程の設置が義務づけられた。これを受けて本学では、同年９月
に医学進学課程設置を申請し、翌１９５５（昭和３０）年１月に認可されたが、１９５６（昭和３１）年
度までは旧制度による選抜方式が残り、それ以後は進学課程と専門課程による教育制度に
一本化された。その後、いわゆる「くさび型教育」が重要視されるようになり、１９９４（平
成６）年４月の新入生から医学進学課程が廃止され、現在の６年一貫教育制度が始まっ
た。学生定員は、当初の８０名から、１９６５（昭和４０）年４月に１００名、１９７３（昭和４８）年４月に
は１２０名まで増員されたが、１９８８（昭和６３）年４月には２０名減の１００名となった。最近にな
り、全国的な医師不足に対応するため、２００９（平成２１）年４月に１０名増員し１１０名、２０１０
（平成２２）年４月には更に５名の地域枠を増員した。
　また、２００３（平成１５）年４月には大学院重点化がなされたが、これに伴って医学薬学研
究部（２０１０年１月から生命科学研究部に改組）・医学教育部・薬学教育部が設置され、教員の
所属は研究部に移り、医学部は学部学生の教育を担当する部局となった。更に同年１０月に
医療技術短期大学部が４年制の保健学科に昇格したことに伴い、それまで医学科のみで構
成されていた医学部が医学科・保健学科の２学科構成となった。
　表１には、１７５６（宝暦６）年の「再春館」設立以来の医学部の歩みを年表として列記し、
表２には歴代医学部長及び医学科長一覧を記した。医学部の各講座・分野・研究室の歴史
に関しては第７章生命科学研究部を、医療技術短期大学部並びに保健学科の歴史について
は、第４章保健学教育部を参照願いたい。
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表１　医学部年表
年　月 　事　項　

１７５６年 熊本藩主　細川重賢「再春館」を設立　
１８７０年７月 熊本藩知事　細川護久「再春館」を廃止　
　　　８月 熊本藩知事　細川護久　熊本城古城に西洋医学の「病院」を興す　
１８７１年２月 熊本城古城の病院に隣接し西洋医学の「医学所」（古城医学校）を興す　
１８７５年１１月 県庁を熊本城古城に移すため医学校を廃し、病院は熊本市下通に移す　
１８７６年７月 県、「熊本県立医学校」を手取本町に興す　
１８８８年３月 勅令により県立医学校廃止、附属病院は独立して県立熊本病院となる　
１８８９年３月 県立熊本病院廃止　
１８９５年４月 県立熊本病院再興（谷口長雄院長）　
１８９６年９月 県立病院長谷口長雄は県の補助を受け「私立熊本医学校」を創立。（現在の熊本大学医学

部の起源となる）　
１９０３年２月 専門学校令により「私立熊本医学専門学校」として認可される　
１９１２年９月 私立熊本医学専門学校を本荘村（現在地）に新築落成移転　
１９２１年４月 私立熊本医学専門学校は県に移管され「熊本県立医学専門学校」と改称し、県立熊本病

院は「熊本県立医学専門学校附属病院」と改称　
１９２２年５月 熊本県立熊本医学専門学校は文部省の認可を得て昇格し、熊本県立の「熊本医科大学」

となる　　
１９２４年４月 熊本県立医学専門学校附属病院を「熊本医科大学医院」と改称　
　　　９月 熊本医科大学医院を「熊本医科大学附属病院」と改称　
１９２９年５月 県立の熊本医科大学は、官立の「熊本医科大学」となり、県立の熊本医科大学附属病院

も官立の「熊本医科大学附属病院」となる　　
１９３９年１０月 熊本医科大学附属体質医学研究所を設置　
１９４９年５月 熊本医科大学は国立大学設置法に基づき「熊本大学医学部」となり、熊本医科大学附属

体質医学研究所は熊本大学附置研究所となる。熊本医科大学附属病院は「熊本大学医学
部附属病院」となる　

１９５５年７月 熊本大学大学院医学研究科を設置　
１９６５年４月 医学部入学定員をそれまでの８０名から２０名増員し、１００名とする　
１９６６年４月 医学部附属中毒研究施設を設置　
１９７３年４月 医学部入学定員を２０名増員し、１２０名とする。附属免疫医学研究施設を設置
１９７８年３月 医学部構内に本荘地区放射線同位元素総合研究室を設置　
１９７９年４月 医学部附属動物実験施設を設置　
１９８１年９月 熊本大学医学部創設８５周年記念祭挙行　
１９８２年４月 附属中毒研究施設と附属免疫医学研究施設を統合改組し、医学部附属免疫医学研究施設

とする　　
１９８４年４月 体質医学研究所を廃止し、医学部附属遺伝医学研究施設を設置　
１９８８年４月 医学部入学定員を２０名減員し、１００名とする　
１９９２年４月 附属免疫医学研究施設及び附属遺伝医学研究施設を廃止転換し、附属遺伝発生医学研究

施設並びに大学院医学研究科脳・免疫統合科学系専攻を設置
１９９４年４月 １年次の医学進学課程を廃止し、６年一貫教育が始まる　
１９９６年６月 財団法人肥後医育振興会発足　
　　　９月 医学部創立１００周年記念式典挙行　
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年　月 事　項
１９９７年３月　 医学部中地区に熊本大学アイソトープ総合センター及び熊本大学遺伝子実験施設が竣

工。熊本大学エイズ学研究センター設置　
１９９８年１２月　 附属病院地区に基礎医学研究棟が竣工　
２０００年２月　 中地区にエイズ学研究センター、動物資源開発研究センターが竣工　
　　　４月　 附属遺伝発生医学研究施設を廃止し、熊本大学発生医学研究センターを設置
２００２年３月　 附属病院西病棟竣工　
　　　４月　 医学研究科医科学専攻（修士課程）を設置　
２００３年３月 附属病院地区に医学総合研究棟が竣工
　　　４月 熊本大学大学院医学薬学研究部（３部門・１１講座・７１分野）を設置。大学院医学研究

科修士課程、博士課程を廃止し、大学院医学教育部を設置。動物資源開発研究セン
ター、アイソトープ総合センター、ＲＩ研究施設、機器分析センター及び遺伝子実験
施設を統合して、生命資源研究・支援センターを設置

　　　１０月 医療技術短期大学部を廃止し、医学部保健学科を設置
２００４年４月　 設置者が国から国立大学法人に変更（国立大学法人化）　
２００６年５月　　 附属病院中央診療棟竣工
２００８年７月　 医学教育図書棟竣工　
２００９年４月　 医学部医学科入学定員を１０名増員し、１１０名とする。発生医学研究センターを熊本大

学発生医学研究所に改組　
２０１０年１月　 大学院保健学教育部設置に伴い、大学院医学薬学研究部を大学院生命科学研究部に改

組　
　　　４月 医学部医学科入学定員を５名増員し１１５名とし、うち５名の地域枠を設定した

表２　歴代医学部長及び医学科長一覧

■歴代医学部長
氏　名 在任期間 備　考
鰐淵　健之 １９４９年５月～１９５０年１月
佐々木宗一 １９５０年１月～１９５５年５月
尾崎　正道 １９５５年６月～１９５９年３月
世良　完介 １９５８年３月～１９５８年８月　 事務代理　
世良　完介 １９５９年４月～１９６１年３月　
忽那　将愛 １９６１年４月～１９６５年３月
六反田藤吉 １９６５年３月～１９６９年３月
岳中　典男 １９６９年３月～１９７１年３月
林　　秀男 １９７１年３月～１９７３年３月
田中　正三 １９７３年３月～１９７５年３月
神田　瑞穂 １９７５年３月～１９７９年３月
池上　奎一 １９７９年３月～１９８１年３月
林　　秀男 １９８１年３月～１９８５年３月
神原　　武 １９８５年３月～１９８９年３月
森野　能昌 １９８９年３月～１９９０年１１月
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氏　名 在任期間 備　考
神原　　武 １９９０年１１月～１９９２年１０月
宮川　太平 １９９２年１１月～１９９６年１０月
吉永　　秀 １９９６年１１月～１９９８年１１月
宮川　太平 １９９８年１１月～２０００年３月
川村　祥介 ２０００年４月～２００２年３月
小野　友道 ２００２年４月～２００３年３月
阪口　薫雄 ２００３年４月～２００４年３月　　 医学教育部長併任
志賀　　潔 ２００４年４月～２００６年３月　　 医学教育部長併任
山本　哲郎 ２００６年４月～２００８年２月　　 医学教育部長併任
原田　信志 ２００８年３月～２００８年３月　　 医学教育部長併任
原田　信志 ２００８年４月～２０１１年３月　　 生命科学研究部長／医学教育部長併任
竹屋　元裕 ２０１１年４月～現在　　 生命科学研究部長／医学教育部長併任

■歴代医学科長
氏　名 在任期間 備　考
児玉　公道 ２００３年１０月～２００８年３月　

竹屋　元裕 ２００８年４月～２０１１年３月
赤池　孝章 ２０１１年４月～現在

第２節　組織の変遷

　第１項　再春館医学寮から官立熊本医科大学まで

１　肥後医育の黎明期
　日本の医学教育において熊本は特異な位置を占めている。その歴史を「肥後医育」と称
しているが、それが明らかになっているのは、元官立熊本医科大学長山崎正

まさ

董
ただ

氏が１９２９
（昭和４）年に著した『肥後醫育史』に負っている。同著によると「再春館医学校」は近世
日本における公的で組織的な医学教育の嚆矢である。「再春館医学校」は、細川家第８代
熊本藩第６代藩主重賢により１７５６（宝暦６）年に設立されているが、江戸幕府の「躋

せい

壽
じゅ

館
かん

」
設立よりも９年、また、薩摩島津藩の「医学院」の設立より１８年早いものである。「再春
館医学校」は今でいう「県立医科大学」として組織的に漢方医を育成し続け、１８７０（明治３）
年まで１１４年にわたって機能した。
　１８７０年、熊本藩は近代化を開始し、医学においても漢方医学から西洋医学に変更するこ
とになり、翌１８７１（明治４）年４月に病院（患者診療所）と医学校（医学講習所）を開設した。
これが「熊本医学校」であるが「古

ふる

城
しろ

医学校」と俗称された。長崎から蘭医吉雄圭斎を招
聘して病院長とし、教師にはオランダ国軍医セゲ・ファン・マンスフェルトを同じく長崎
から招聘した。マンスフェルトは３年間にわたって医学全般の教育と診療に従事したが、
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その間教えを受けた者は１３２人に及び、その中には後に日本の近代医学を確立した浜田玄
達、緒方正規そして北里柴三郎がいたのである。マンスフェルトの任期終了後は、実質的
には病院だけが機能した。
　１８７７（明治１０）年の西南の役の戦災後、１８７８（明治１１）年に病院とともに県立医学校が再
興された。１８８２（明治１５）年２月太政官布達第４号により医学校は甲・乙両種に区別され
ることとなり、県立医学校は同年に、卒業生に無試験医師免許の特権が与えられる甲種医
学校の許可を得た。
　一方、１８８６（明治１９）年中学校令の改正により、熊本の第五高等中学校を含めて７つの
高等中学校が全国に設置された。翌年には、東京の第一は千葉、仙台の第二は同地、京都
の第三は岡山、金沢の第四は同地、熊本の第五は長崎に、それぞれ医学部が付設された
（第五高等中学校医学部は、１９０１年に独立して長崎医学専門学校となる）。
　多くの府県立医学校が経営難に陥ったことから、１８８８（明治２１）年に政府は勅令により、
京都府・大阪府・愛知県の３校を除いて、熊本を含む１５校を廃止し、学生は官立高等中学
校医学部に編入させた。これに対抗して、同年熊本には私立医学校春

しゅん

雨
う

黌
こう

が設立され、
１８９１（明治２４）年には他の分野の学校と合併して私立九州学院医学部となった。しかしな
がら、１８９４（明治２７）～１８９５（明治２８）年の日清戦争に軍医として徴集されたために教師が
不足し、翌年には医学部の経営が困難となり、九州学院は１８９７（明治３０）年についに廃校
となった。

２　私立熊本医学校から官立医科大学まで
　日清戦争で県立病院も医師不足に陥り廃院同然となっていたので、時の知事はその復興
を目指した。１８９５（明治２８）年には、東京大学から外科部長・眼科部長及び産婦人科部長
を、更には当時松山病院長であった谷口長雄を病院長兼内科部長として迎え、新たに開院
式を挙げることができた。そして、１８９８（明治３１）年からは飽託郡本荘村白川河畔に移転
のための病院の新築が始まり、１９０１（明治３４）年３月２４日には病床数２５２床の本荘新病院に
おいて移転式を行うに至った。新病院は電気、蒸気、下水設備など欧米のあらゆる新形式
を整えており、「欧米で行われている手術治療はすべて本院で行いうる」とされた。
　谷口の着任を機に、九州学院医学部長高岡元真は、廃絶の危機に瀕した医学教育の継承
を懇請した。谷口は１８９６（明治２９）年９月７日、高岡を代表として私立熊本医学校設立届
を県に提出し、谷口が校長の任に就いた。生徒は、九州学院医学部から来た者と新たに募
集に応じた者を合わせた１１７名であった。この私立熊本医学校が熊本大学医学部の直接の
前身である。１９００（明治３３）年には生徒数も３００を超え山崎の校舎に収容しきれなくなり、
本荘村に県立病院が落成したのを機に、手取本町の旧病院を借り受けて、１９０１（明治３４）
年７月に校舎を移転した。この頃の学生は、年齢（１７歳から３０代後半）、出身地（北陸・関東
にまで及び清国人も２名）、学歴（高等小学校卒業者から内務省医術開業試験前期及第者まで）に
関してさまざまであり、ただ、医師免許を取得するための医術開業試験を目指すという一
点で統合されていたという。また、同年１１月には、東京帝国大学医科大学産婦人科助手の
山崎正董が県立熊本病院婦人科部長兼私立熊本医学校教授に任じられ、翌１９０２（明治３５）
年１月に赴任した。実はこのときの裏話として「政府内では九州帝国大学医科大学を熊本
に作ることが内定しているので、医科大学教授になるつもりで熊本に行ってくれ」という
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旨を浜田玄達教授に諭されて山崎は熊本行きを承諾した。ところが、その赴任の旅路の京
都で「九州帝国大学は福岡に決定した」という新聞記事を読み、愕然として谷口校長に電
報で問い合わせたところ、「熊本には熊本の抱負がある。福岡に大学ができても負けない
ようにする」旨の長文の返電を受けたので、なんとか自分自身を諭して赴任したのだとい
う。
　１９０３（明治３６）年３月、政府は専門教育機関の統一を図る目的で「専門学校令」を制定し
た。これによると、専門学校は高等の学術技芸を教授する学校とし、入学資格は中学校又
は修業年限４年以上の高等女学校卒業者で、修業年限は３年以上と定められ、１年以内に
認可申請を行わない場合は廃校とみなすという早急な対応を迫るものであった。そこで谷
口・高岡・藤野亂

おさむ

の３者が設立者となって申請を行い、翌１９０４（明治３７）年２月８日に文
部大臣より設立認可を受けた。この専門学校令で私立医学校中最も早く認可を受けたのは
熊本医学校であったという。文部省は熊本医学校学生在学中の徴兵の免除、１９０６（明治３９）
年以降の卒業生に自動的に医師免許を与える学校指定（帝国大学医科大学と高等学校医学部
はこの指定を受けていた）、更に１９０９（明治４２）年以降の卒業生への「熊本医学専門学校医学
士」の称号認可を行った。熊本県も敷地・設備及び運営経費に関して設立以来熊本医学校
を大いに支援したが、更に１９０２（明治３５）年の谷口の渡欧を皮切りに、大正初期まで９人
の教授を１年ないし２年間順次ヨーロッパに留学させ、教育力の向上に努めた。
　大正になって日本政府は医学教育を専門学校から大学レベルに上げる方針を固め、１９１８
（大正７）年と１９１９（大正８）年にそれぞれ大学令及び帝国大学令を発布して、単科大学の
設立を認めることとした。そして、新潟・岡山・千葉・金沢・長崎の５官立医学専門学校
を官立医科大学に昇格させた。これに早速対応して、私立熊本医学専門学校は、まず、県
立への移管によって１９２１（大正１０）年熊本県立医学専門学校となり、１９２２（大正１１）年５月
に文部大臣の認可を得て４年制の熊本県立医科大学に昇格した。熊本医学専門学校関係者
のみならず熊本県民を挙げての医科大学へのこの昇格運動のさなかの１９２０（大正９）年１
月に谷口長雄校長が逝去した。そこで藤野と谷口彌三郎とが設立者となり、谷口校長の相
続者である谷口暁との３者連名で、熊本医学専門学校の土地建物のすべてを県に寄附して
昇格運動を推進した。また、後継の校長には外科の藤井壽松教授が就任して運動を続けた
が、新校長不支持の教授も少なからずいたので、医科大学昇格が内定した１９２２（大正１１）
年４月には藤井は職を去ってしまった。したがって、医科大学昇格は、病理学及び精神神
経科学の三角恂

まこと

教授が学長事務取扱として受けることになった。熊本県立医科大学の設
立と同時に、熊本医科大学予科の設置が認められた。これは、熊本医科大学に進学する学
生に対する予備教育を施す目的で設立された高等教育機関で、１９２２（大正１１）年５月２５日
から１９３１（昭和６）年３月３１日まで９年間、熊本医科大学が熊本県立として運営されてい
た期間だけ存在した。所在地は、現在の熊本大学九品寺キャンパスで、１万坪の総敷地を
有していた。そこには、校舎（木造一部２階建）、雨天体操場、撒浴場及び兵器庫等の建坪
７００坪の建造物と、トラック・フィールドを備えた広い運動場が存在した。このような予
科は、当時、北海道大学・愛知県立医科大学・京都府立医科大学・大阪府立医科大学及び
慶應医科大学に付設されていたが、熊本医科大学予科はその中で最も充実した施設、設備
を有していたという。予科は３学年制をとり、各学年の学生定員は８０名、修了生はほとん
ど全員熊本県立医科大学に入学した。そして、１９２４（大正１３）年から予科終了の１９３１（昭和
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６）年までの熊本医科大学入学者の大半はこの予科修了生であった。
　本体である熊本県立熊本医科大学は、１９２２（大正１１）年の昇格時に初代学長の選任に関
して意見が一致せず、翌１９２３（大正１２）年２月に山梨県立病院長の長澤伝六を学長として
迎えた。医科大学が軌道に乗るかにみえたところで運営方針をめぐって再び紛糾が始ま
り、長澤学長も１９２５（大正１４）年１０月に辞職した。この３年間にわたる二度の紛糾の結果、
１０人の教授が辞職する事態に陥ったのである。このような危機の中で、１９２５（大正１４）年
１０月、愛知医科大学長であった山崎正董を熊本大学長として招聘した。山崎は、１９１６（大
正５）年に乞われて愛知県立医学専門学校長に就任していた。そして１９２０（大正９）年には
専門学校から愛知県立愛知医科大学に昇格させて学長を務めていた。熊本県立熊本医科大
学は山崎学長を得てようやく安定を取り戻し、再び発展を始めた。１９２６（大正１５）年６月
には学則を改正して全科目学科制（系統解剖学以下２５科目）とした。同時に熊本医科大学学
位規定（第一条　本大学ニ於テ授与スル学位ハ医学博士トス）の認可を得、１９２７（昭和２）年に
は初めての学位論文審査会を開催し、１９２８（昭和３）年３月までに５名に対して学位記授
与を行った。また、１９２７（昭和２）年４月には大学墓地に解剖供養塔を建立し、１２月に私
立熊本医学校開校以来の解剖霊位１，４０５体に対する供養法要を行った。
　一方、医科大学の研究成果を世の中に提供し、その収益をもって医科大学の経営を支援
する目的で、財団法人実験医学研究所が１９２６（大正１５）年１２月に山崎学長の手で設立され
た。所長兼理事長には山崎学長が、主任には細菌衛生学講座の太田原豊一教授が就任し
て、感染症に関する２４種のワクチンと３種の診断薬の製作・販売と感染症検査並びに臨床
検査事業を開始した。更には、熊本医科大学・同附属病院及び実験医学研究所における研
究成果などを広く世間に周知させる目的で、山崎学長の手で月刊雑誌『鎮西医海時報』が
１９２７（昭和２）年に創刊された。この『鎮西医海時報』はその後１９４２（昭和１７）年まで医科
大学から発行された。また、１９３８（昭和１３）年１２月には独文・英文の学術誌『熊本メディカ
ルジャーナル』も医科大学発行誌として創刊された。
　このようにさまざまな工夫により県立医科大学の教育研究機関としての整備を図る一方
で、山崎学長は官立（国立）への移管運動を強力に推し進めた。この運動は県知事・県議会・
県選出代議士・県財界等々、県民総がかりの運動となり、これが実って、熊本県立熊本医
科大学は、１９２９（昭和４）年５月に官立に移管した。１１月１１日には熊本医科大学官立移管
祝賀会が盛大に催された。また、基礎医学教室が県民へ開放され、更に予科グラウンドで
は陸上運動会が行われた。医科大学の研究室をひと目見ようと訪れた参観者は１０，０００人に
達したとされ、午前１０時の開始時刻を待ちかねて、生化学教室入り口から大学正門外へあ
ふれる長蛇の列ができたという。また、その翌日には熊本市立公会堂で記念医学講演会を
開催したが、これもまた大変な盛会を博したという。ところで、官立移管に伴い財団法人
実験医学研究所は医科大学から独立した。戦争の拡大に伴ってワクチン需要が増大したた
め、熊本大空襲による施設焼失まで発展を続けた。その後、実験医学研究所の事業は、
１９４５（昭和２０）年１２月に設立された財団法人化学及血清療法研究所に引き継がれた。
　このような山崎学長の３０年に及ぶ医科大学教授としての功績をたたえ、還暦を祝う目的
もあって、１９３１（昭和６）年１０月には山崎博士記念図書館（現在の山崎記念館、第４節第５項
参照）が竣工した。更に、同年１１月には、熊本地方行幸の昭和天皇が官立熊本医科大学を
視察された。翌１９３２（昭和７）年１月には、山崎学長が自らの方針に基づき学長並びに教
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授職を勇退したが、彼が築いた礎により、官立熊本医科大学は第２次世界大戦の難を乗り
越えることができたのだと思われる。
　１９３１（昭和６）年には満州事変が勃発、１９３３（昭和８）年には日本は国際連盟を脱退し、
時代は戦時色を強く帯びるようになっていた。当時の毎年の新卒医師数は３，０００人程度で
あり、急激な需要増となっていた軍医の確保が難しくなったため、１９３９（昭和１４）年５月
１３日、附属医学専門部の設置が勅令をもって公布され、７帝国大学医学部並びに熊本を含
む６官立医科大学に総定員８４０名の４年制の附属医学専門部が設けられた。その後、私立
大学医学部や私立医科大学にも専門部が設置され、更には６校の女子医学専門学校を含め
て医学専門学校が新設されていった。熊本医科大学専門部の入学定員は６０名で、１９４２（昭
和１７）年に第１期卒業生５４名を送り出している。１９４５（昭和２０）年８月１５日の敗戦により文
部省は、連合国軍総司令部（ＧHQ/SCAP）の医学教育課程の一本化の要請に応じて、大学
及び医科大学に附属医学専門部の廃止を指示したため、１９４６（昭和２１）年度からの入学は
なくなった。熊本医科大学附属医学専門部は、１９４７（昭和２２）年に４年制を５年制に改め、
１９４９（昭和２４）年に１６６名そして１９５０（昭和２５）年３月に２１７名の最終卒業生を出して廃校と
なった。
　一方、昭和１０年代、熊本医科大学は講座の増設と研究能力の向上を目指していた。そこ
で戦時下の時宜「現時非常時局ニ際会スルニ至リ体位向上体質改善問題ハ重要国策トナル
ニ至レリ」として、附属体質医学研究所の設置を文部省に申請した。熊本の官・政・財界
を動員した創立期成会を結成して設立を推進したことも功を奏し、勅令により１９３９（昭和
１４）年１０月５日に設置が認められた。単科大学に附置研究所が置かれたのは極めて異例の
ことだという。研究所棟は熊本県から寄附された旧県立医科大学予科跡地に建設され、
１９４０（昭和１５）年１２月に竣工した。当初、病理学部門１部門から出発したが、１９４１（昭和
１６）年及び１９４２（昭和１７）年に形態学部門と体質臨床学部門が設置され、更に、戦後の１９４７
（昭和２２）年２月に体質衛生学部門が増設された。体質医学研究所は１９８４（昭和５９）年４月
まで存続し、その後、医学部附属遺伝医学研究施設、医学部附属遺伝発生医学研究施設、
発生医学研究センターを経て、２００９（平成２１）年４月に発生医学研究所として改組され、
現在に至っている（第１０章参照）。
　１９４１（昭和１６）年１２月にはついに太平洋戦争が勃発した。１９４５（昭和２０）年になると戦局
は悪化し、空襲の危険が出てきたため、阿蘇郡高森小学校に重要な研究及び診療機器を荷
馬車を用いて疎開させ、また、残りの機材と学生実習用顕微鏡などを黒髪の第五高等学校
隣のライト回春病院とその近傍に設けた大きな防空壕に移動させた。案の定、６月末日に
熊本は大空襲に遭い、熊本医科大学は、鉄筋コンクリート製の外来棟、西新病棟及び図書
館、それに九品寺地区の体質医学研究所（木造）を除いたすべての建物を失った。
　１９４５（昭和２０）年８月の終戦を迎え、熊本医科大学は、熊本城内二の丸に不要となって
残った旧陸軍予備士官学校（陸軍教導学校の後身）校舎を仮住まい先として移転して機能
を再開した。その後、隣接の旧陸軍病院藤崎台分院を附属病院入院棟として使用すること
となった。更に、１９４７（昭和２２）年１１月には臨床系講座と附属病院を九品寺の体質医学研
究所棟に移し、体質医学研究所を予備士官学校跡に移転させた。そのような戦後の混乱
期、高森小学校などに疎開させていた教育並びに医療機材が医科大学と附属病院機能の再
開に大いに役立ったという。
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　当時、日本は連合国軍総司令部から教育制度の抜本的見直しを要求されており、１９５０（昭
和２５）年４月入学者が官立熊本医科大学最後の学生となり、１９５４（昭和２９）年３月の彼らの卒
業によって官立熊本医科大学の医科学生教育は終了した。巣立った卒業生数は２，０７１名に上
る。その後も研究科と学位審査機能を持つ熊本大学熊本医科大学は存続し、学制改革により
１９６０（昭和３５）年３月３１日をもって廃止された。

　第２項　熊本大学医学部発足から医学系大学院部局化まで

１　総合大学発足と戦後の医学教育改革
　１９４７（昭和２２）年８月頃の文部省の高等教育機関に関する方針は、帝国大学以外に数校、
同等の総合大学を建設するというものであった。そのため金沢・熊本・千葉・岡山などの
間で政府に対する陳情合戦が激化した。熊本医科大学は１９４７（昭和２２）年末に総合大学学
内委員会を設置して総合大学誘致運動を開始し、１９４８（昭和２３）年３月には県民大会を開
催して、県知事・熊本市長を筆頭に、熊本県の政・官・学を挙げての期成会を結成した。
その後、教授や学生を多数上京させて盛んな運動を行った。同年４月から６月にかけて連
合国軍総司令部と文部省は、各県に総合大学を設置する方向へと方針を転換し、教育学部
を有すること、文科理科系が一体となって一般教育を受け持つ組織を有することなどの新
総合大学の１１の条件を示すとともに、各県に大学設立準備委員会を設けるように指導し
た。熊本県は５月に熊本大学設立準備委員会を作り、委員長には期成会長の県知事が、副
委員長には学校側から第五高等学校長と医科大学長代理、県からは県会議長、市からは市
会議長が就任して、総合大学の構想を練っていった。どの県もできるだけ大きな総合大学
設立を目指したが、旧制の大学１９校、高校２６校、高専８８校を基礎として新制大学を整備す
る必要に迫られた文部省との折衝は難航した。熊本大学案も第１次案では医学部２８講座、
工学部３３、薬学部１０、理学部１９、法文学部２３、教育学部未定、体質医学研究所４であった
が、最終の第５次案では医学部２４講座、工学部２６、薬学部８、理学部１３、法文学部２１、教
育学部１７、体質医学研究所４に縮小することで、１９４８（昭和２３）年７月に文部省との間で
成案を得ることとなった。翌１９４９（昭和２４）年５月３１日に、６学部１附置研究所からなる
熊本大学の設置認可があり、６月２９日には入学者を発表して９月１日に入学式を、１１月１５
日には開学式を挙行して新制総合大学が発足した。
　発足当時の医学部の２４講座（基礎系、臨床系各１２講座）と体質医学研究所の４部門は表３
のとおりである。その後、医学部は講座増設の努力を重ね、生理学第二（１９４９年）、病理学
第二（１９５５年）、泌尿器科学（１９６１年）、解剖学第三（１９６４年）、麻酔学（１９６５年）、内科学第三
（１９６７年）、脳神経外科学（１９６９年）、生化学第二（１９７３年）、歯科口腔外科学（１９８６年）、臨床
検査医学（１９８７年）、感染防御学（１９８８年）、循環器内科学（１９９３年）、救急医学（１９９９年）と１３
講座を純増した。更に附属病院には、薬剤部（１９８０年）、小児外科（１９９１年）、神経内科（１９９５
年）、総合診療部（１９９８年）、医療情報部（１９９９年）を純増している。また、改組により、
１９８４（昭和５９）年に体質医学研究所の成人体質学研究部と小児体質学研究部がそれぞれ代
謝内科学講座と小児発達学講座として、１９９２（平成４）年には附属免疫医学研究施設生化
学部門と附属遺伝医学研究施設遺伝病理学部門実験遺伝病部をそれぞれ免疫学講座及び分
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子遺伝学講座として医学部に編入する一方、１９９９（平成１１）年に解剖学第三講座を大学院
独立専攻に移動させた。なお、寄生虫病学講座は１９９３（平成５）年に腫瘍医学講座に名称
変更した。
　新制大学発足当時の医学部は医科大学と同様の４年制学部であり、学校教育法第５６条に
基づき、他学部に２年以上在学した者に受験資格を与えていた。熊本大学医学部は入学定
員８０名であったので、理学部に５０名定員２年制の乙類を設置して実質的な医学部進学コー
スとし、１９５１（昭和２６）年から１９５４（昭和２９）年度まではこの理乙修了生が医学部受験者の
中核をなしていた。ところが、どの大学でも理乙以外の理系学部生が数多く医学部を受験
するようになって理系教育に支障をきたすようになったため、文部省は１９５４（昭和２９）年
に法改正を行い、医学部と歯学部を６年制とし、２年制の医学進学課程と４年制の医学専
門課程の設置を義務づけた。そこで熊本大学は同年９月に医学進学課程の設置申請を行
い、１９５５（昭和３０）年１月に許可された。ただし、理乙の在学生を救済するために１９５６（昭
和３１）年度入学までは旧制度を併用して受験を認め、１９５７（昭和３２）年度入学生から医学進
学課程制度に一本化した。医学進学課程学生のための一般教育は他の学部の学生と同様
に、人文科学系列・社会科学系列・自然科学系列・外国語並びに保健体育について黒髪北
地区において行われた。当初は一般教育を担当する専門の組織はなく、学内組織として委
員会形式の「教養部」が管理した。したがって、人文科学・社会科学及び外国語は主とし
て法文学部の教官が、自然科学は主として理学部の教官が、また、保健体育は主として教
育学部の教官が担当した。その後、熊本大学・岡山大学などの旧医科大学を擁する４大学
が合同で一般教育を専門に担当する部局の設置を要望し、１９６４（昭和３９）年４月に熊本大
学教養部が発足した。教養部は１９９７（平成９）年３月に廃止されるまで、一般教育を専門
に担当した。ただし、医学進学課程は１９９４（平成６）年４月の新入生から廃止になって医
学専門課程とともに医学部医学科に移行し、教育制度は６年一貫教育となった。
　４年制の医学専門課程の教育は、新制大学発足後１９７２（昭和４７）年までは、医科大学時
代と大差ない教育体系のもと、基礎医学と臨床医学の区分で行われた。講座＝科目制によ

表３　発足当時の熊本大学医学部及び体質医学研究所の講座名
医学部

基礎系講座 臨床系講座
解剖学第一　 内科学第一　
解剖学第二　 内科学第二　
生理学　 神経精神科学
生化学　 小児科学　
病理学　　 外科学第一
薬理学第一　 外科学第二　
薬理学第二　 整形外科学　
微生物学　 産婦人科学　
衛生学　 皮膚泌尿器科学
公衆衛生学　 耳鼻咽喉科学　
寄生虫病学　　 眼科学
法医学　　 放射線医学

体質医学研究所

体質形態学部門
体質病理学部門
体質衛生学部門
体質臨床学部門
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り各講座が授業科目を開講し、少数の自由選択科目（人類学など）が付随していた。基礎医
学系科目は講義と実習からなり、臨床医学系科目は系統講義、臨床講義、そして外来患者
臨床講義から構成されていた。このうち、臨床講義は、患者人権重視の流れから後に消滅
したが、階段教室の底部に診察台を設け、３年生及び４年生全員の前で、プラクチカント
と称される学生７～８人が、教授の指導のもとに患者を診察するという実習を含む講義で
あった。このプラクチカントを構成する各学生班は、外来患者臨床講義では教授や助教授
の外来診療を見学する班にもなった。１９７３（昭和４８）年４月からの教育プログラムでは、
臨床教育が大幅に変革された。すなわち従来の臨床講義と外来患者臨床講義は廃止され
て、いわゆる小グループ制ベッドサイド実習になった。これにより専門課程３年生と４年
生（後には医学部医学科５年生と６年生）のすべての臨床実習は小グループに分かれて、主
として附属病院病棟や外来で行われることになった。この１９７３（昭和４８）年には大学設置
基準が改訂されており、それに従って、授業総時間数も従来の５，３２１時間から４，８００時間に
変更された。
　ところで昭和４０年代前半に、全国の大学でいわゆる学園紛争が勃発した。契機は各大学
で異なっており、熊本大学では、１９６８（昭和４３）年に生活協同組合が使用する水道光熱費
の大学負担要求が発端となった。１９６９（昭和４４）年に入ると、大学執行部と生活協同組合
理事会との交渉が公開の場で行われることになり、第３次交渉の決裂を不満として１月３０
日に医学部進学課程学生を中心として教養部学生がストライキに入った。続いて法学部及
び工学部の学生もストライキに同調した。同３月に行われた第５次交渉は大学評議員会と
学生との大衆団体交渉へと変貌し、評議員の健康状態に関してドクターストップがかかっ
て事実上決裂し、薬学部と教育学部の学生がストライキに入った。その後大衆団体交渉を
拒否する大学当局に対して、４月には全学共闘会議学生による大学本部建物の占拠と封鎖
が始まった。５月には学生による工学部教授会の包囲が起き、教授３名が長時間にわたっ
て学生たちに詰問を受ける事態となった。時の学長代理はこれを軟禁状態と判断して、機
動隊の出動要請を行い、本部封鎖解除が行われた。その後、ストライキ反対派の学生が増
加し、紆余曲折を経ながら６月から８月にかけて各学部並びに教養部の授業が再開され、
既に２年次を終えていた医学部進学課程の学生も本荘地区での専門教育に出席するように
なり、学園紛争は終息した。この間、黒髪地区から本荘地区へ向けて医学部進学課程の学
生を中心とした学生のデモ行進が数回にわたり行われたが、医学部専門課程の学生がそれ
に同調することはなく、本荘地区では学生による紛争は起きなかった。
　学園紛争を遠因として、全国の国立大学で教養部での一般教育の見直しが始まった。ま
た、医学部学生の保護者会である医学部後援会は、医学部教官と学生との人間関係を深め
ることが大学紛争の再発を防止する方法の１つだとして、後援会の資金を用いた教官と学
生の小グループでの懇親会を要望し、それが受け入れられた。それは今日においても継続
している。

２　附属研究施設の設置
（１）医学部附属中毒研究施設
　昭和３０年代になり産業立国が叫ばれて高度成長時代が訪れたが、それに伴って、工場
の乱立や自動車の普及による大気や水の汚染による健康被害、新薬や農薬、食品添加物
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による中毒症などが急増し、公害の概念が生まれるまでに至った。水俣病・イタイイタ
イ病・サリドマイド中毒などが代表例である。時に本学は、原因不明の奇病患者の多発
として始まった水俣病について研究班を設置して取り組み、それが有機水銀による慢性
中毒症であることを突き止め、我が国はもちろん国際的にも極めて高く評価された。ま
た、１９６３（昭和３８）年１１月の三井三川鉱炭塵爆発は、一酸化炭素中毒による４５８名の死者と
多くの後遺症患者を生む大事故となった。このようなことから中毒学研究の必要性の機運
が高まり、既に研究体制が整っていた本学医学部に附属研究施設の設置が認められた。第
１部門の生化学部門は有機水銀などの化学物質の生体内動態、第２部門の病態生理学部門
は中毒症の病理所見とアレルギー反応との相関、第３部門の神経中毒学部門は水俣病、精
神分裂病などの脳変化の電子顕微鏡的研究を進め、当初の目的を果たした。一方その間
に、国立公害研究所・東京都立公害研究所、そして国立水俣病研究センターなどの専門の
大型研究機関の新設が相次ぎ、本研究施設の機能転換が図られることとなった。なお、本
研究施設の年報が『中毒研報』として１９６８（昭和４３）年から１９８１（昭和５６）年まで１４号発行
された。沿革の詳細は第１０章第２節第２項を参照願いたい。
（２）医学部附属免疫医学研究施設
表５　医学部附属免疫医学研究施設年表

年月日 事　項
１９７３年４月 免疫病理学部門設置　
１９７９年４月 免疫生化学部門設置　
１９８２年４月 中毒研究施設を統合し、時限を持つ免疫医学研究施設に改組
１９９２年３月３１日
　　　４月１０日

時限により廃止　
医学部改組により転換

　１９６０年代より免疫学は急速な進展を見せ、免疫反応が生物の生存に必要な基本的機構で
あること、慢性炎症や癌を含むさまざまな疾患に免疫機構が関与していることを明らかに
し、その研究や診断における手技を含めて、医学に不可欠な学問分野に成長した。本学医
学部は早くから免疫学の重要性を認め、独自性の高い研究を推進していた。更に１９７１（昭
和４６）年には、近未来の本学医学部を特徴づける研究分野として「免疫医学」と「遺伝医学」
を指定し、学部学生に対する特別講義シリーズ、大学院学生に対する一連のセミナーを開
始して、学内での免疫学・遺伝学への関心を高めてきた。そしてこの基本構想を実現させ
る推進母体としての附属免疫医学研究施設の設置が１９７３（昭和４８）年に認められた。
　１９７９（昭和５４）年の生化学部門設置の後、中毒医学研究施設の機能転換と免疫医学研究
施設の拡充指向が総合的に検討された結果、両研究施設を統合して新たな附属免疫医学研

表４　医学部附属中毒研究施設年表　
年　月 事　項

１９６６年４月　　 生化学部門設置
１９６７年４月　 附属病院旧外来棟２階にて研究活動開始　
１９７０年４月　　 病態生理学部門設置
１９７０年４月　 医学部Ｃ棟３階（体質医学研究所跡）に移転
１９７４年４月　　 神経中毒学部門設置
１９８２年３月　 改組により廃止
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究施設を設立することになり、中毒医学研究施設の生化学部門・病態生理学部門・神経中
毒学部門を、それぞれ免疫医学研究施設の薬理学部門・アレルギー部門・生物学部門とし
て改組し、従来の病理学部門と生化学部門とともに５部門の新しい免疫医学研究施設とし
て発足することになった。なおこの施設は文部省の方針により１０年時限施設となった。こ
の研究施設では、免疫細胞間の相互作用や調節の分子機構、造血細胞の分化機構、アレル
ギー反応や自己免疫疾患の分子機構などについて研究が進展した。なお、１９８２（昭和５７）
年から１０年間、『免疫研報』が隔年で５号まで発行された。沿革の詳細は第１０章第２節第
３項を参照願いたい。
（３）附属遺伝医学研究施設
　１９８４（昭和５９）年４月に、大学附置体質医学研究所を廃止し、その組織を医学部附属研
究施設に改組することで発足したものである。その際、臨床系の成人体質学部門と小児体
質学部門の２部門は、それぞれ代謝内科学講座、小児発達学講座として医学部へ配置替え
された。なお、本研究施設も１０年間の時限付となった。沿革の詳細は第１０章第２節第４項
に譲る。
（４）附属動物実験施設
　戦後復興のための本荘地区の施設整備にめどが付いた１９６０（昭和３５）年に、中地区に一
部２階建て平屋の基礎動物舎が建設され、遅れて１９６７（昭和４２）年に、北地区の臨床研究
棟屋上に臨床動物舎が建設された。その後急速に動物実験が増加してきたことから、１９８１
（昭和５６）年３月に、地下１階地上４階建ての動物飼育並びに実験棟を持った附属動物実験
施設が設置された。沿革の詳細は第８章に譲る。

３　附属研究施設の時限廃止を契機とした医学部の教育・研究組織の改組
　１９９２（平成４）年３月末の附属免疫医学研究施設の時限による廃止に際して、１９９４（平成
６）年３月末に時限を迎えることになる附属遺伝医学研究施設も含めた拡大改組案を練る
ことになった。折しも旧帝国大学系国立大学の大学院大学化あるいは大学院部局化の流れ
があり、①研究施設の実績をもとに医学部に講座を作る、②時限のない研究施設を作る、
③大学院大学への橋頭堡を築くという ３本の柱を持った改革案が策定された。これをもと
に、１９９２（平成４）年４月に、医学部に免疫学講座と分子遺伝学講座が設置され、７部門
１実験室を持つ附属遺伝医学研究施設が設立され、また、４講座からなる大学院医学研究
科独立専攻脳・免疫統合科学系が設置された。その際、医学部の解剖学第三講座は独立専
攻系へ移された。これらの総合的な改組により、本学医学部は３８講座を有し、東京大学に
次ぐ規模の医学部となった。なお、不慮の出来事として、国会紛糾のためにこれらの新組
織発足年度の予算が前年度内に成立しなかったことから、発足は４月１０日となった。その
ため、既に３月３１日で廃止となった免疫医学研究施設の２０数人の教官は、９日間学長手持
ちの無任所教官として措置された。

４　医学部百周年と財団法人肥後医育振興会設立
　本学医学部の歴史は、１８９６（明治２９）年に創立された「私立熊本医学校」まで遡ることが
でき、１９９６（平成８）年に１００周年を迎えた。医学部並びに医学部同窓会「熊

ゆう

杏
きゅう

会
かい

」では、
宮川太平医学部長、徳臣晴比古熊杏会会長、安藤正幸百周年記念事業準備委員長を中心と
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して、熊本大学医学部創立百周年記念式典を企画し、同年９月２１日熊本県立劇場におい
て、寺脇研文部科学省高等教育局医学教育課長、福島譲二熊本県知事、三角保之熊本市
長、白男川史朗熊本県医師会長、柏木明熊本市医師会長、森野能昌熊本大学長等の来賓の
出席のもとに盛大に開催した。引き続き開催された作家城山三郎氏による記念講演「人間
的魅力について」では、古今の歴史上の人物の生き様について氏独特の視点から解釈が加
えられ、会場を埋めた参加者に感銘を与えた。１００周年を迎えて、同年には記念式典以外
にも「熊本・いのちと百年そして未来へ展」、「医と生命（いのち）のフォーラム」、一般市
民を対象とした公開講座、『熊本大学医学部百年史』刊行等のさまざまな事業が開催され
た。
　更に１００周年を契機に、熊本における医学教育や研究を助成し、地域医療の向上と住民
の健康増進を図る目的で、１９９６年５月に財団法人肥後医育振興会（第６節第３項参照）が設
立された。

５　部局化の流れ
（１）大学設置基準の大綱化
　政府は１９４９（昭和２４）年に戦後新たな高等教育機関構想として、それまで各地に設立され
ていた旧帝国大学系、各種国立単科大学系、国立高等専門学校系を統廃合し、新設大学を
発足させた。この構想は戦後の高等教育を担う機関として大きな役割を果たしてきたが、
戦後５０年を経て世界の高等教育情勢は変化し、世界に通用する大学、研究機関の設立が急
務となってきた。臨時教育審議会（１９８４年８月～１９８７年８月）の「Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　 Cｏｕｎｃｉｌ」創設
提案を受けて１９８７（昭和６２）年９月に創設された大学審議会は、２０００（平成１２）年１２月に廃止
されるまでに、①教育研究の高度化、②高等教育の個性化、③組織運営の活性化に向けた
一連の答申を行ってきた。中でも１９９１（平成３）年２月に出された答申「大学教育の改善に
ついて」は、全国の大学に改革を迫る、極めてインパクトの大きなものであった。
　一方、高等教育の個性化・多様化を促進するためには、我が国の高等教育の枠組みを規
定している大学設置基準等の諸基準の見直しが必要であった。大学設置基準等の諸基準
は、我が国の高等教育発展の初期段階において、その水準の維持向上に一定の役割を果た
してきたが、今や先進諸国に伍して新たな世界を切り開いていく立場にある我が国におい
て、各高等教育機関が教育研究の多様な発展を図っていくためには、枠組みとなる基準は
可能な限り緩やかな方が望ましいと考えられていた。このような考えに基づいて１９９７（平
成９）年１月２９日大学審議会は「平成１２年度以降の高等教育の将来構想について」という
答申を行い、新しい大学像を提案した。
　これを受けて、政府は１９９９（平成１１）年９月１４日大学院設置基準の一部を改正する省令に
続いて「国立学校設置法」の改正を行い、大学院を部局とする高等教育の高度化を図る法
律を整備した。一方、同年５月には学校教育法第６６条の改正が行われ、大学院を置く大学
に研究科以外の教育研究上の基本となる組織を置くことができることとなった。
（２）熊本大学大学院医学研究科並びに薬学研究科の取り組み
　熊本大学では１９９７（平成９）年４月に大学院設置検討委員会を設置し、熊本大学大学院
教育・研究改革に関して、「熊本大学大学院にふさわしい将来像」について検討を開始し、
１９９８（平成１０）年８月１０日に「熊本大学大学院の将来像・基本構想」を発表、翌１９９９（平成
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１１）年４月には「熊本大学大学院の将来像～熊本大学大学院検討委員会・最終答申」を行い、
改革に着手することとなった。
　医学部ではこの間大学院部局化の機運が高まり、川村祥介学部長のもとに将来計画とし
て早急に大学院化構想を推進するべきとの意見が集約され、２０００（平成１２）年４月には、大
学院部局化についての検討が執行部内で行われていた。この間大学事務局長人事の交代が
あり、新事務局長から文部省の意向として医学部の部局化について促進することが望まし
いとの情報がもたらされた。この時期までに旧帝国大学系は各学部単独で大学院部局化が
終了しており、更に旧単科医科大学系の学部でも、薬学部あるいは歯学部との統合による
大学院部局化が完了あるいは進行中であり、本医学部の取り組みはやや遅きに失した感が
否めなかったのである。他大学の状況、事務当局からの情報を総合して、医学部は薬学部
との統合による大学院研究部設立を模索することを試み、同年７月２３日薬学部執行部に働
きかけて第１回大学院化構想医学部・薬学部合同作業部会を開催することとなった。ここ
に医学部並びに薬学部との合同の大学院部局化構想が着手されたのである。この部会では
川村学部長より大学事務局よりもたらされた文部省当局の意向について説明があり、８月
末までには事務局長レベルで非公式に設置形態について当局担当部門と折衝を行い、１２月
までには最終的な結論を出す予定との情報がもたらされた。同年７月３１日第２回大学院化
構想医学部・薬学部合同作業部会が開催され、医学部、薬学部並びに各医学系研究セン
ターからの委員が集まり、各々の立場からの意見の交換が行われた。医学部長から基本的
には医学部、薬学部統合研究部が望ましいとの意見が述べられ、２研究部すなわち医学薬
学研究部及び先端生物医学研究部（医学系研究センター群の統合組織）・１教育部構想が提案
された。一方、上釜兼人薬学部長からは、医学部との統合について基本的には教授会メン
バーの了解は得ているが、当時学年進行中の大学院分子機能講座の処遇等を含め今後検討
を行っていきたいとの発言があった。更に研究センター部門からこの構想にセンター部門
としては積極的に参加したいとの意向がもたらされ、今後どのような形態での参画が望ま
しいか検討を行うこととなった。８月６日第３回合同作業部会が開催され、更に具体的な
構想が検討された。この会では川村試案である２研究部・１教育部案は文部省の意向とし
ては難色が示されているとの情報が事務局長からもたらされた。その後９月までに数回の
合同作業部会が開催され、基本構想がまとめられ、これらの作業部会の検討事項を受け、
９月１８日に医学部長が文部省医学教育課を訪問し、医学部・センター連携構想について説
明した。更に１１月３０日に医学部長が大学院部局化構想について熊本大学事務局と協議し、
大学事務局は文部科学省の意向として薬学部との連携を示唆したのである。このような経
緯を経て、１２月には医学研究科、薬学研究科は熊本大学の大学院教育・研究改革の基本方
針に従い、医学・薬学合同部局化構想委員会を設置し、医学研究科及び薬学研究科の融合
型組織である「医学薬学研究部」、教育組織として「医学教育部」「薬学教育部」構想の検
討を開始した。その後、医学薬学合同部局化構想委員会での具体的統合案について検討が
行われ、それぞれの案件につき、翌２００１（平成１３）年２～６月に計４回にわたって文部科
学省との交渉が行われ、１研究部（医学薬学研究部）２教育部（医学教育部と薬学教育部）体
制が決定された。
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６　部局化による新しい教育研究体制の確立
（１）医学薬学研究部及び医学教育部・薬学教育部構想の背景
　２０世紀後半の生命科学がもたらした最大の成果は、生命現象を生体分子の動態として説
明可能になったことである。これによって、生命科学の応用分野である医学と薬学は、具
体的かつ物質的な基盤を共有できることとなった。すなわち、知の連携においても、技術
開発の流れにおいても、医学と薬学はこれまでにないパートナーシップを発揮していくべ
き時代となったといえる。
　部局化構想にあたっては、医学、薬学が目的とする基盤の上に立って、時代に即応した
組織の構築を行わなければならないという必然性があった。従来型の研究科では研究と教
育が一体となる中でも、ややもすると研究のみに重点が置かれ大学院教育の充実がおろそ
かにされている現状があった。これらの弊害を克服するためにも、研究部と教育部をそれ
ぞれ独立した組織として分離し、時代の要請に十分対応しうる組織の構築が望まれていた
のである。
　研究部は長い伝統の上に立つ医学・薬学の固有の学問大系を継承しつつも、他の研究領
域の進歩や社会の要請を柔軟に受け入れ、それをより発展させる組織体系を作る必要が
あった。したがって、部局化構想にあっては、医学研究科と薬学研究科を１研究部に統合
することによって、これらの補完的関係を充足することとしたのである。このようにして
統合された研究部には、その目的に従って、３部門を設置するとともに、講座の再編成と
新設講座の開設を行い、社会の要請に対応する研究課題を明確に設定した（図１）。
　教育部は、医学・薬学それぞれの分野の高度な専門知識を教授しうる系統立った専攻に
研究部からの教官を適切に担当させることによって、研究部における活動を次の世代に効
率よく伝達、指導し、それにより国際的に貢献しうる人材の育成を期することを目的とし
た。医学教育部・薬学教育部の２教育部組織を設立することにより、それぞれの学部教育
における責任体制を明確化すると同時に、医学と薬学教育部間に共通カリキュラムを取り
入れ、両分野に関する高度な専門知識を有する人材の育成にあたることとした（図１）。

１．研究部の組織構成と部門、講座の目的

＊下線の研究分野に専担教官を置き、専担教官は講座内の研究分野間の調整と各講座間の円滑な
運営を図る。

（１）総合医薬科学部門（�医学薬学における基盤的な学問体系の深化を目指し先端研究への展開を
図る）

　（ａ）生体機能病態学講座（生態の形態と機能を軸とした基礎医学と臨床医学の融合化）
　　　形態構築学、生体微細構築学、分子生理学、分子酵素科学、分子病理学、細胞病理学、病

態生化学、細胞情報薬理学、呼吸器病態学、循環器病態学、消化器内科学、腎臓内科学、
泌尿器病態学、代謝内科学、婦人科学

　（ｂ）感覚・運動医学講座（感覚・運動領域を統括しその基盤的研究の展開）
　　　視機能病態学、頭頚部感覚病態学、運動骨格病態学、皮膚機能病態学、顎口腔病態学、侵

１研究部（医学薬学研究部）　２教育部（医学教育部・薬学教育部）体制（平成１４年７月）
＊下線の研究分野に専担教官を置き、専担教官は講座内の研究分野間の調整と各講座間の円滑な運営を
図る。
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襲制御医学
　（ｃ）生体情報分析医学講座（縦断的な医学医療体系である臓器別診療に対し、横断的な医学

医療の学問領域の展開）
　　　放射線治療医学、放射線診断学、機能病理学、病態情報解析学、薬剤情報分析学
　（ｄ）薬物治療設計学講座（新たな治療設計の展開）
　　　生体機能薬理学、血液内科学、薬物治療学、薬物動態制御学、製剤設計学
　（ｅ）創薬科学講座（創薬科学の基盤的研究の推進）
　　　分子薬化学、構造機能物理化学、天然薬物学、薬物活性学、薬学微生物学

（２）先端生命医療科学部門（�先端生命科学とそれに直結した先進医療を推進し、それぞれの分野
で先導的役割を担う）

　（ａ）感染・免疫学講座（生体防御に関する先導的研究の推進）
　　　微生物学、免疫学、免疫識別学、感染防御学
　（ｂ）脳・神経科学講座（神経科学における基礎から臨床までの先導的研究の推進）
　　　神経分子学、脳回路構造学、知覚生理学、脳神経外科学、神経内科学
　（ｃ）成育再建・移植医学講座（遺伝生殖医学から再建、移植医学領域までの先導的研究の推進）

心臓血管外科学、形成外科学、乳腺・内分泌外科学、呼吸器外科学、生体機能制御学、分
子遺伝学、腫瘍医学、産科学、小児科学、小児発達学、小児外科学、消化器外科学

　（ｄ）分子機能薬学講座（分子化学を軸としたゲノム創薬科学の展開）
　　　遺伝子機能応用学、創薬基盤分子設計学、生体機能分子合成学、機能分子構造解析学、細

胞機能分子解析学

（３）環境社会医学部門（�生命倫理の観点を取り入れ、医学と社会、疾病と環境のかかわりを科学
的に究明する）

　（ａ）環境生命科学講座（環境と医、薬学の関連及び生命倫理に関する学問の体系化）
　　　環境保健医学、公衆衛生・医療科学、小児発達社会学、臨床行動科学、法医学、生命倫理学
　（ｂ）環境分析科学講座（環境分析方法論の展開）
　　　生命分析化学、環境分子保健学、薬学生化学

２．教育部の構成と専攻系の目的

（１）医学教育部
　　１）生体医科学専攻（�分子細胞レベルから器官・臓器レベルに至る生命現象に関する教育・

研究者等の育成）
　　（ａ）分子・細胞医科学講座
　　　　分子遺伝学、分子生理学、分子酵素化学、神経分化学、生体微細構築学、免疫学、免疫

識別学（専担）、細胞複製学（協力）、初期発生学（協力）、細胞識別学（協力）、造血発生
学（協力）、組織制御学（協力）、幹細胞制御学（協力）、資源開発学（協力）

　　（ｂ）生体機能科学講座
　　　　形態構築学、知覚生理学、脳回路構造学（専担）、細胞情報薬理学、形態形成学（協力）、

パターン形成学（協力）、器官制御学（協力）、神経発生学（協力）、遺伝子実験学（協力）、
ＲＩ実験学（協力）

　　２）病態制御学専攻（�分子細胞レベルから器官・臓器レベルに至る生体病因に関する教育・
研究者等の育成）

　　（ａ）機能病態学講座
　　　　微生物学、分子病理学（専担）、病態生化学、細胞病理学、腫瘍医学、感染防御学、侵襲

制御医学（専担）、ウイルス制御学（協力）、病態制御学（協力）、予防開発学（協力）、感
染免疫内科学（協力）

　　（ｂ）病態情報解析学講座
　　　　機能病理学、生体機能薬理学、病態情報解析学（専担）、放射線診断学、放射線治療医

学、薬剤情報分析学、総合診療科学（協力）、医療情報医学（協力）
　　３）臨床医科学専攻（臨床医学及び先端医療科学の教育・研究者等の育成）
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　　（ａ）内科治療学講座
　　　　循環器病態学、呼吸器病態学、消化器内科学、代謝内科学、血液内科学、腎臓内科学、

小児発達学、小児科学、神経内科学、膠原病内科学（協力）
　　（ｂ）外科再建医学講座
　　　　視機能病態学、頭頚部感覚病態学、皮膚機能病態学、運動骨格病態学、泌尿器病態学、

顎口腔病態学、産科学、婦人科学、心臓血管外科学、消化器外科学、小児外科学、呼吸
器外科学、生体機能制御学（専担）、乳腺・内分泌外科学、脳神経外科学、移植外科学（協
力）、形成外科学

　　４）環境社会医学専攻（環境社会生命倫理の分野の教育・研究者等の育成）
　　（ａ）環境生態学講座
　　　　環境保健医学、公衆衛生・医療科学、小児発達社会学、臨床行動科学、保健医学（協力）
　　（ｂ）生命倫理・法医学講座
　　　　法医学、生命倫理学（専担）、臨床心理学（協力）、臨床倫理学（協力）、治療倫理学（協力）

（２）薬学教育部
　　１）分子機能薬学専攻（�ゲノム情報を活用した創薬及び先進的な創薬技術の開発に関る研究

者、技術者の養成を行う）
　　（ａ）分子機能薬学講座
　　　　遺伝子機能応用学（専担）、創薬基盤分子設計学、生態機能分子合成学、機能分子構造解

析学、細胞機能分子解析学、病態遺伝子解析学（協力）
　　（ｂ）創薬化学講座
　　　　分子薬化学、構造機能物理化学（専担）、天然薬物学、薬学微生物学、薬物活性学
　　（ｃ）薬物機能評価学講座（連携）
　　　　薬物機能評価学
　　２）生命薬科学専攻（�生命・環境・衛生に関る研究者、技術者の養成及び臨床薬剤師の養成

と臨床薬学に関る研究者の養成を行う）
　　（ａ）生命・環境科学講座
　　　　生命分析化学（専担）、環境分子保健学、薬学生化学、転写制御学（協力）、臓器形成学

（協力）、病態遺伝学（協力）、環境分析化学（協力）
　　（ｂ）医療薬学講座
　　　　薬物動態制御学、製剤設計学、薬物治療学（専担）、薬剤情報分析学、臨床薬物動態学

（協力）

３．医学教育部と薬学教育部の融合
（１）カリキュラム上の融合化
　　　全専攻系共通カリキュラムの設定
　　　　１）生命環境倫理学持論
　　　　２）人体構造・機能学持論
　　　　３）生物物理化学持論
　　　　４）診断倫理学持論
　　　　５）英語で行う先端的領域の講義
　　　　　　ａ）薬物送達学持論（Ｄｒｕｇ　 Ｄｅｌｉｖｅｒｙ　 Sｙ　ｓｔｅｍ）
　　　　　　ｂ）ヒトゲノム医学持論（Hｕｍａｎ Ｍｅｄｉｃａｌ Ｇｅｎｏｍｉｃｓ）
　　　　　　ｃ）薬効評価学持論（Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ｏｆ　 Ｄｒｕｇ　 Ｅｆｆｉｃａｃｙ　）
　　　環境社会医学専攻（医学）と生命薬科学専攻（薬学）間の共通カリキュラム
　　　　１）環境生態学持論
　　　　２）地域保健学持論
　　　　３）疫学持論
　　　　４）保健・医療・福祉システム持論
（２）教育・研究環境の融合化
　　　両教育部の特定専攻系間における合同討論
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　　ａ．医学教育部：生体医科学専攻；分子・細胞医科学分野
　　ｂ．薬学教育部：分子機能薬学専攻；分子機能薬学分野
　　ｃ．医学教育部：病態制御学専攻；病態情報解析学分野
　　　 薬学教育部：分子機能薬学専攻；創薬化学分野
　　ｄ．医学教育部：臨床医科学専攻；内科治療学分野
　　　 薬学教育部：生命薬科学専攻；医療薬学分野
　　ｅ．医学教育部：環境社会医学専攻；環境生態学分野
　　　 薬学教育部：生命薬科学専攻；生命・環境科学分野

４. 新設講座並びに講座再編成

　熊本大学大学院医学薬学研究部並びに教育部の充実を図るために従来の講座の再編成並びに新
たに講座の新設が必要となり、以下の講座新設、並びに講座再編成を行った。
（１）講座新設
　　１）環境社会科学部門環境生命科学講座（研究領域：生命倫理学）
　　　新設の理由：２１世紀の医療に内在する問題点に対して我が国独自の生命倫理的観点から深

く掘り下げて研究し、社会に対して提言を行うとともに、最新の医学・医療技術情報に精
通した人材の育成を目指す学問体系は未だ存在していない。したがって新たに生命倫理学
に教授を配置し、この分野の学問の体系化と人材育成に資することとする。

　　２）先端生命医療科学部門育成再建・移植医学講座（研究領域：産科学）
　　　新設の理由：女性生殖器機能に関する学問領域の専門化・細分化に伴い、生殖医療、周産

期医学、産科学を専門とする研究・教育分野を独立させ、教授を配置し医療・研究体制を
充実させる。

（２）講座の編成替え
　　１）総合医薬科学部門生体機能病態学講座（研究領域：呼吸器病態学）
　　　編成替え理由：高齢化に伴って呼吸器疾患の病態の変化に対して新たな治療戦略が求めら

れ、肺癌、肺線維症、誤嚥下性肺炎等難治性疾患の研究・治療分野を推進するために、従
来の第一内科学講座を編成替えし、新たに教授を配置して、研究、教育、治療に明確な責
任体制をしく。

　　２）総合医薬科学部門生体情報分析医学講座（研究領域：放射線治療医学）
　　　編成替え理由：近年の放射線による癌治療の方法論の展開には目覚しいものがあり、放射

線治療学分野の研究、治療分野を充実する必要がある、したがって、従来の放射線医学を
編成替えして新たに放射線治療学を分離確立させて、教授を配置し研究体制の一層の充実
を図る。

　　３）先端生命医療科学部門育成再建・移植講座（研究領域：呼吸器外科学）
　　　編成替え理由：肺癌、難治性呼吸器疾患の増加に伴い、高度先進医療分野を担うことを目

的とし、従来複数外科学講座で行われてきた研究・教育・医療を更に発展させるために
教授を配置して、呼吸器外科学発展の体制を確立する。育成再建・移植講座（研究領域：
乳腺・内分泌外科学）

　　　編成替え理由：乳腺、甲状腺当のホルモン分泌臓器の疾患の増加に伴い乳腺・内分泌外科
学の研究治療分野に充実を図るため、従来の講座を再編成して、新たに教授を配置し、
本外科領域の研究・教育体制の充実を図る。

（２）「医学薬学研究部」並びに「医学教育部」「薬学教育部」構想の基本理念
　熊本大学大学院医学研究科並びに薬学研究科は、①医学及び薬学の基礎的学問領域の深
化、②医学・薬学本来の目的である医療の向上、③生涯にわたって健康状態を保つための
疾病予知と予防、④未知の医学・薬学・医療への挑戦を行うことを目的として、従来の医
学と薬学の枠組みを取り払い、医学研究科と薬学研究科の統合を図り、「医学薬学研究部」

図１　部局化の概要
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を設立することとした。その目的は、１．医学薬学基礎研究の深化、２．課題・選択対応
型の先端生命科学と直結した先端医療科学の推進を行うとともに、３．ヒトと環境に関す
る生命倫理の体系化を目指すこととした。
　一方、「医学教育部」並びに「薬学教育部」は、①医学・薬学それぞれの系統立った学問
体系を身につけた人材の育成、②医学・薬学の２つの領域にわたっての素養を持つ人材の
育成、③自然科学系のみならず人文科学系の素養を持つ、ヒトと環境問題に関する生命倫
理研究者の育成を目指すことを目的とした。

　第３項　大学院重点化から現在まで～新しい医学教育の流れ～

１　大学院重点化に伴う新しい学部教育体制
　前述のように２００３（平成１５）年４月に大学院重点化がなされ、医学部及び薬学部の講座
が再編され、大学院医学薬学研究部（２０１０年１月からは生命科学研究部に改組）が発足すると
ともに、教員の所属は学部から研究部に移行した。また、大学院教育に関しては、医学教
育部及び薬学教育部が設置され、１研究部・２教育部体制となった（図１）。これに伴い、
医学部は学部学生の教育を担当する部局となった。更に同年１０月に医療技術短期大学部が
４年制の保健学科に昇格したことに伴い、それまで医学科のみで構成されていた医学部が
医学科、保健学科の２学科構成となった。

２　６年一貫教育の開始と医学教育モデル・コア・カリキュラムの導入
　医学や医療関連領域の知識が急速に膨張するのに呼応して、この十数年の間に医学教育
体制には大きな変革がもたらされた。まず１９９４（平成６）年４月の新入生から医学進学課
程が廃止され、それまでの２年間の医学進学課程（教養課程）と４年間の専門課程教育と
いう医学教育体制が変更された。６年一貫教育の始まりであり、解剖学・組織学・生化学・
生理学・分子遺伝学などの授業が教養科目と並行して１・２年次に実施され、いわゆる「く
さび型教育」が開始された。ちなみに、その３年後の１９９７（平成９）年３月には教養部が廃
止された。
　「６年一貫教育」の次に訪れた大きな医学教育改革は、２００１（平成１３）年に発表された全
国共通の「医学教育モデル・コア・カリキュラム」の導入である。「コア・カリキュラム」
導入の背景には、医科大学（医学部）で教授すべき医学や関連領域の知識量が膨大となり、
従来型の各大学独自の教育システムでは、全国的に一定の水準を保った医師の養成が困難
となってきたことが挙げられる。「コア・カリキュラム」は文部科学省の要請で設置され
た「医学における教育プログラム研究・開発事業」委員会によって策定されたもので、臓器・
組織単位で、医学生が修得すべき事項が列挙されている。ここに示された事項は各大学の
カリキュラム全体のおよそ３分の２程度の時間（単位）で修得させるとともに、残りの約
３分の１程度で各大学の特色ある選択カリキュラムを策定すべきことも提言された。更
に、「コア・カリキュラム」の導入と普及に伴い、新しい授業形態が全国の医学部（医科大学）
に取り入れられることとなった。すなわち、臓器別に系統化されたことを背景に、従来の
講座単位の授業ではなく、基礎と臨床の垣根を越えた臓器・系統別の「統合型カリキュラ
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ム」の実施や、学生が自ら問題点を提起し自ら解決策を探る問題立脚（解決）型学習、すな
わち「PＢＬ（Pｒｏｂｌｅｍ－Ｂａｓｅｄ Ｌｅａｒｎｉｎｇ　）／チュートリアル教育」などである。本学でも当時
の児玉公道医学科長の強力なリーダーシップのもとで着々とカリキュラムの整備が進めら
れ、２００２（平成１４）年度から「コア・カリキュラム」を取り入れた新カリキュラムがスター
トした。これに先立ち、医学部では２０００（平成１２）年１２月に日本医学教育学会の尾島昭次
会長・畑尾正彦副会長をはじめ３名の医学教育の専門家を講師として招聘し、第１回熊本
大学医学部医学科医学教育ＦＤワークショップを開催した。このワークショップは現在ま
で毎年、継続して開催されている。

３　共用試験の導入
　「コア・カリキュラム」の導入に伴い、その評価の一環として、全国共通のCＢＴ試験
（Cｏｍｐｕｔｅｒ-Ｂａｓｅｄ Ｔｅｓｔ：コンピュータを用いた多肢選択型問題の試験）と客観的臨床能力試
験ＯSCＥ（Ｏｂｊｅｃｔｉｖｅ Sｔｒｕｃｔｕｒｅｄ Cｌｉｎｉｃａｌ Ｅｘａｍｉｎａｔｉｏｎ：臨床実習を行う際に必要とする基本
的な臨床能力［診察技能や態度］を客観的に評価するための試験）が導入された。従来の知識
偏重型教育から脱却して、技能や態度を含めた臨床能力を養うことで医学生の質を引き
上げ、ひいては我が国の医療水準を向上させることを目標として、医師養成に関わる全
国８０大学の力を結集して、2００２（平成１４）年から試行が始まり、２００５（平成１７）年度から
正式実施となった。現在は、医学科４年生を対象として実施され、共用試験の不合格者
は５年生の臨床実習に進めない仕組みとなっている。

４　全国的な医師不足と医学部医学科の定員増
　全国の医学部定員は厚生労働省の医師需給見通しに基づいて、２００７（平成１９）年度には７，
６２５名まで定員が抑制されていたが、地域医療における全国的な医師不足対策のため、
２００６（平成１８）年８月に「新医師確保総合対策」、翌２００７（平成１９）年５月に「緊急医師確保
対策」が相次いで発表され、これらの対策によって２００８（平成２０）年度には７，７９３名まで医
学部定員が増員された。更に同年６月になって「医学部の定員削減に取り組む」とした
１９９７（平成９）年の閣議決定が見直され、「早急に（医学部定員を）過去最大程度まで増員す
るとともに、更に今後の必要な医師養成について検討する」という「骨太の方針２００８」が
閣議決定された。これに伴い本医学科では、２００９（平成２１）年度の入試から「緊急医師確
保対策」に基づく５名、「骨太の方針２００８」に基づく５名の計１０名を増員し、入学定員を
１１０名とし、うち５名を対象として熊本県による地域医療充実のための修学資金制度を導
入した。更に２０１０（平成２２）年４月には、地域医療振興策として５名の地域枠を増員し、
医学部医学科の定員は計１１５名となった。
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第３節　施設の変遷

　第１項　熊本城内二の丸からの帰還と熊本大学発足後の再開発の流れ

　第２次世界大戦前の熊本医科大学は現在地である本荘地区に位置していたが、１９４５（昭
和２０）年７月１日の熊本大空襲により、コンクリート建物であった外来患者診療所、西新
病棟及び山崎記念図書館を残し、基礎教室・臨床教室・附属病院等の木造建物がすべて焼
失した。終戦後やむなく、熊本医科大学本部と基礎教室を熊本城内二の丸にあった旧陸軍
予備士官学校に移転し、附属病院病室の一部を元陸軍病院（現在の国立病院機構熊本医療セ
ンター）の分院である藤崎台分院に移した。そのため医学部は１９４９（昭和２４）年５月の新制
熊本大学の発足を疎開先の城内二の丸で迎えざるを得なかった。１９５７（昭和３２）年度より、
ようやく本荘中地区に基礎医学研究棟並びに医学部事務棟の再建が始まり、１９５８（昭和３３）
年３月にＢ棟西側、１９５９（昭和３４）年３月にＢ棟東側とＤ棟、１９６０（昭和３５）年にＡ棟（３階
まで）、そして１９６２（昭和３７）年３月にＣ棟とＥ棟が完成した。これらの各棟の竣工に伴っ
て基礎医学系講座は順次帰還し、同年５月には熊本大学附置研究所となった体質医学研究
所もＣ棟に仮住まいの形で帰還し、疎開状態は解消された。
　本荘キャンパスは、本荘・九品寺地区と呼ばれていた旧医学部・医療技術短期大学部地
域の総称であり、附属病院地区を北地区、旧医学部講義棟があった一画を中地区、旧体質
医学研究所と旧医療短期大学部があった一画を南地区と呼んでいる。医学部の本荘キャン
パスへの帰還後、１９６５（昭和４０）年９月には北地区に臨床研究棟が竣工し、１９８６（昭和６１）
年には講座数の増加に対応するため増築が行われた。更に中地区においては、１９６８（昭和
４３）年３月Ｂ棟に講義実習室の増築、１９６９（昭和４４）年３月に図書館書庫の増築、１９７４（昭
和４９）年７月にＡ棟４階の増築と講義・会議棟の新築、１９７５（昭和５０）年３月にＡ棟４階及
びＢ棟講義室の再度の増築が行われ、基礎医学教育研究関係施設の一応の完成を見た。ま
た、Ｃ棟に入居していた体質医学研究所も、１９６９（昭和４４）年８月には、本籍地である九
品寺地区に新築移転した。
　現在の本荘キャンパス（図２―１～３）は、１．北地区には従来の附属病院施設に加えて、
基礎医学研究棟・医学教育図書棟・医学総合研究棟が建設され、医学部及び医学部附属病
院の主キャンパスとなっている（図２―１）。２．中地区は学内共同のセンターや研究施設
を中心とした研究拠点のキャンパスなどで（図２―２）、３．南地区は医学部保健学科及び
共用施設のキャンパス（図２―３）として、それぞれ活用されており、この構想を基軸とし
て更なる再開発が進められている。
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図２－２　本荘団地（中地区）配置図

図２－１　本荘団地（北地区）配置図
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　第２項　本荘北地区の再開発

１　医学部附属病院の再開発
　北地区の附属病院に関連した再開発
は、２００２（平成１４）年に完成した西病棟
から始まった。続いて２００６（平成１８）年
に中央診療棟が完成、その際に山崎記念
館が現在位置へと移設された。また、
２００７（平成１９）年に立体駐車場が基礎研
究棟の正面に建設された。更に２０１０（平
成２２）年９月には西病棟に隣接して東病
棟が竣工した（写真１）。東病棟竣工後、
第６病棟にあった診療科と西病棟にあっ
た診療科が病棟の配置換えを行い、センター構想に基づく機能的な新たな病棟が現在完成
しつつある（図３）。
　上記の整備に伴い、医学部附属病院再開発の次の課題は外来診療棟の改修・改築となっ
た。２００６（平成１８）年時点での再開発構想が練り直され、図４に示すような位置に新たな
外来診療棟が建築される予定で、現在の第６病棟は取り壊されることになった。
　なお、附属病院の敷地にあった病院厚生施設こばと保育園は２００９（平成２１）年３月で廃

写真１　旧第６病棟（左）と東西病棟

図２－３　本荘団地（南地区）配置図



写真４　臨床研究棟写真３　�医学教育図書棟（左）と医学総合研究
棟（右）
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止され、同年 ４月に熊本大学による男女共同参画事業の一環として旧医療短期大学部のテ
ニスコート跡に建設された全学の保育施設に移行された。

２　医学部施設の北地区への移転
　医学部の再開発は、１９９８（平成１０）年の基礎医学研究棟の竣工により始まった（写真２）。
以後２００３（平成１５）年に医学総合研究棟、２００８（平成２０）年に医学教育図書棟が北地区に完
成した（写真３）。
　医学教育図書棟は医学総合研究棟に隣接して建築され、入口は両棟で共用されており、
更に内部で各階が繋がっている。医学教育図書棟は、地下が書庫、１階と２階が図書館医
学系分館として使用されており、３階、４階は学生の講義室とゼミ室、５階、６階は実習
室が配置されている。２００８（平成２０）年度より学生講義がこの医学教育図書棟で開始され、
図書館も２００９（平成２１）年４月に開館した。
　残された課題は臨床医学研究棟の改修・改築である。臨床医学研究棟は当初基礎医学研

写真２　基礎医学研究棟
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図３　西病棟、東病棟配置図
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写真５　医学部遠景（白川側）
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図４　新外来棟配置図

究棟の正面（現在の立体駐車場の位置）に基礎医学研究棟とツインの建物として建設予定で
あったが、財政的な事情により新築は困難であり、２００６（平成１８）年度に提案された改築
案も財政上の問題で見送られた。現在、臨床医学研究棟改築を目的としたワーキンググ
ループを立ち上げて、第６病棟が取り壊された跡地に新たな建物を建設できるように努力
しているが、前途多難が予想される。この案が採用されない場合には、現在の医学部臨床
研究棟（１９６５年完成）と外来臨床研究棟（１９７９年完成）（写真４）を改修して使用することに
なる（図４）。臨床系の分野（旧講座）の数が以前より増えており、十分なスペースが確保
できるかが大きな課題である。写真５には、2０１０（平成２２）年１２月時点での、白川越しに
見た本荘北地区を示す。左から、基礎医学研究棟（一部）・医学総合研究棟・医学教育図書
棟・第６病棟・東病棟・西病棟である。
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　第３項　本荘中地区の再開発

　本荘中地区の再開発は、１９９７（平成９）
年竣工の生命資源研究・支援センター
遺伝子実験施設、アイソトープ総合施
設の建設より始まった。続いて２０００（平
成１２）年完成のエイズ学研究センター、
生命資源研究・支援センター、動物資
源開発研究施設、２００５（平成１７）年完成
の発生医学研究センターが建設されて
おり、更にCＯＥの間接経費を用いた研
究施設が２００９（平成２１）年に完成した。
旧基礎研究棟は１９９９（平成１１）年に基礎
２２講座が移転後、医学教育図書棟が完
成するまでの間、旧生化学第一と旧生
化学第二のスペースが医学部図書館の
書庫として利用された。また、Ｃ棟の
スペースは、発生医学研究センターの
建物が完成するまでの間、同センター
の形態発生部門と分化制御部門が使用
した。現在、医学部旧基礎研究棟と医
学部旧講義棟はその役目を終え、一部

を残して取り壊される予定である（写真６、７）。残された一部は、本荘プラザとして学内
行事に対応した多目的の施設として整備される予定である（写真６の右端の建物）。医学部
旧基礎研究棟と旧講義棟取り壊し後のスペースは、将来的に新たな研究施設用地として使
用される予定となっている。

　第４項　本荘南地区の再開発

　旧体質医学研究所の建物は、その後旧遺伝医学研究施設、そして旧発生医学研究セン
ターとして使用され、２００７（平成１９）年に大規模改修が行われて現在医学部保健学科の校
舎として使用されている。旧医療短期大学の建物も改修後、医学部保健学科の校舎として
使用されている（図２―３）。なお、旧医療短期大学のテニスコート跡地に大学職員向けの
保育所（こばと保育園）が竣工し、２００９（平成２１）年４月より全学の施設として使用されて
いる。また、現在職員や学生の駐車場となっているグラウンドは、北地区や中地区の駐車
場整備の後、再びグラウンドとして使用できるように構想されている。

写真６　旧基礎研究棟遠景

写真７　取り壊される旧基礎研究棟
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　第５項　幻の移転計画

１　移転計画の背景
　第２次世界大戦中１９４５（昭和２０）年７月１日の熊本市大空襲により、熊本医科大学は旧
外来棟・西新病棟及び図書館を残して全焼した。終戦後、医学教育は旧陸軍予備士官学校
があった熊本城内二の丸跡地の旧校舎を使って行われていた。また、病院の一部として同
じく城内の藤崎台にあった旧陸軍病院分院を利用していた。その後次第に病院機能を本荘
地区に移転して、旧外来病棟とともに診療にあたっていた。このような戦後の事情が約１５
年続き、１９６３（昭和３８）年になりすべての基礎研究棟・臨床研究棟・病棟が本荘地区に集
結し、新たな教育・研究・診療機関としての機能を発揮するに至った。
　平成の時代を迎え、基礎研究棟は建築以来３０数年を経過し老朽化、病院は増築を重ね迷
路状態となるほど過密化し、再開発の時期に達していた。当時の細川護煕知事時代に熊本
大学総合移転計画が持ちあがったが、様々な議論の末、全学としての移転計画は取りやめ
となった。このような状況にあって、１９９０（平成２）年医学部として将来の発展を期すた
めに、神原武医学部長時代に医学部単独移転の可能性を模索するべく、水面下での調査を
開始したのである。医学部は医学部将来計画として現在地での再開発並びに単独移転の可
能性について検討する「医学部立地環境問題懇談会」を設立して、調査にあたることとなった。

２　移転計画挫折の経緯
　医学部立地環境問題懇談会は医学部移転に関して学内外の情報を集め、移転の可能性を
模索するために設けられた委員会で、熊本県や熊本市の担当者と内々に移転の可能性につ
いて話し合いが持たれ、さまざまな情報が得られていた。特に熊本県の企画部では医学部
の移転に関する担当者が決められ、委員会における計画について検討を試みるという段階
にまで話が進んでいた。移転候補地として、「菊池恵楓園」（当時厚生省関係）や隣接する
熊本県農業研究所所有地が挙げられていた。また、地元マスコミ関係は、熊本県の発展の
ためにも、熊本大学医学部の移転に賛意を示しており、時機が到来すれば、大学の将来像
についてキャンペーンを張る用意があるとの好意的な態度であった。
　一方、学内では、医学部立地環境問題懇談会を通じて、各学部長に移転計画について説
明を行い、具体性をもったプロジェクトであるとの認識を持ってくれるようになっていた。
この間、工学部の有志からは多くの示唆を受け、協力を得ることができていたのである。こ
のような状況を踏まえ、医学部長は、内々に文部省の意向を打診していたが、文部省の内部
の賛意を得られる状況ではなく、学部を代表して、交渉にあたっていた医学部長には、苦慮
の日々が続いていたのである。学内の意志を決定するにあたっては、大学評議会の正式議題
として取り上げ、学長がそれを文部省に伝えるという手続きがとられなければならないが、
ここにもまた難問が控えていた。文部省からは、評議会が決定を行う前に、その意向を打診
しておいて欲しいとの要望もあり、学長が、その任にあたらなければならない。しかし、当
時の森野能昌学長は医学部移転の意向について個人的にも文部省の高官と意見を交わしてい
たのであるが、かなり実現は難しいとの判断を抱いていた様子であった。したがって、仮に
評議会に議題として取り上げるよう医学部からの要請があったとしても、学長の裁量で取り
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上げられない可能性もあったのである。このような状況が続く中、医学部教授会は、来年度
（１９９４年度）の概算要求の時期も切迫し、ＲＩ研究施設・遺伝子実験施設等の山積する新規予算
の獲得に努力しなければならない時期にさしかかっていた。中でも、ＲＩ研究施設は、全学的
な合意のもとに全学研究施設として医学部への設置が認められ、文部省も設置に積極的で
あったが、医学部の移転問題のため見送られているという経緯があった。更に、旧帝大系・
旧六医科大学系には、既にＲＩ研究施設が設置されており、この時期を逃すと実現が危ぶまれ
る逼迫した状況であった。このような時期にさしかかり、医学部長は学部の進むべき方向を
決定せざるを得ない選択を迫られていたのである。
　１９９３（平成５）年６月２３日、宮川太平医学部長の命により、医学部立地環境問題懇談会
が急遽開催されることとなった。懇談会では、主に対外交渉を担当した西勝英教授から、
移転検討の状況、対外交渉の進展過程について逐一報告がなされたが、具体的な土地の選
定・取得・予算の手当て、現地再開発事業の具体化等、なお不特定要素があり、移転の現
実化にはかなりの時間を要するのではないかとの認識が多数を占めた。このような状況下
で、医学部の意志の決定を迫られる時期に至り、７月５日、医学部病院将来構想に関する
公聴会が開かれることとなった。西教授からは、現在に至るまでの対外交渉の状況の説明
があり、現時点で結論を出すのは時機尚早であり、あと数ヵ月検討の猶予を与えて欲しい
旨の発言がなされた。医学部長からは、文部省との交渉過程についての説明があり、現在
の状況では、文部省の賛意を得ることはほとんど不可能に近いとの認識が示された。以上
の経過から、出席者の多数は、このまま移転計画を推進するのは、将来の医学部の発展に
とってむしろマイナスになるのではないか、一刻も早く現地での再開発に着手すべきでは
ないかとの意見に集約されていったのである。引き続き７月７日に開催された教授会にお
いて、医学部長は学長を招いて考えを聞くこととなった。学長からは、医学部移転計画の
実現可能性が極めて低いとの現状分析と自らの意見が示され、医学部教授会は、この時点
で移転計画を断念し、現地再開発に踏み切らざるを得ないとの結論に達したのである。
　以上が６年間にわたる医学部の移転検討をめぐる最終局面の経緯であるが、このような
大きなプロジェクトには、緻密な計画と用意周到な戦略が欠かせないものであると同時
に、そのプロジェクトを動かす人の要素も重要な因子であることを痛感させられた。移転
計画挫折の背景には、戦前より設立されていた単科大学・専門学校を統合して総合大学と
なった経緯から、大学は単一地区に統合する方向に進むべきであり、単独の学部移転は、
むしろ逆行する方向にあるという基本的な考え方があった。そのため、将来を見越して、
薬学部・医療短期大学部を含んでの医・生物科学研究・教育組織群、先端医療機関の総合
移転という移転計画を立てたものの十分な説得力に欠けていた。更に、医学部単独移転と
もなれば、それぞれの学部の新たな計画に支障を来たすとの認識があり、各学部は、医学
部の現状については理解を示し、精神的な支援をしてくれたものの、全学的な規模での支
援体制が得られなかった点が失敗要因であったと思われる。この点については、熊本大学
の将来像との関連で、例えば、大学院大学として、九州地域で活力ある大学として将来の
発現を期するにはいかにあるべきかという視点から、医学・生物科学系大学院という構想
を持ち、将来、各学部の統合、同一地区への移転という構想が必要であった（『熊杏』第３９
号（１９９４年）から一部改訂して転載）。
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第４節　各施設の概要

　第１項　基礎医学研究棟

　現在の基礎医学研究棟は、１９９８（平成１０）年１２月に１２階建
て、総面積１０，９３８㎡で本荘北地区に竣工した（写真２）。共
用部分を除いて、１講座平均３３５㎡の面積を占める。翌１９９９
（平成１１）年には当時の医学部基礎２２講座（現在の生命科学研究
部医学系の基礎２２分野）がこの基礎医学研究棟に移転し、研究
を開始した。
　２００３（平成１５）年に本学医学部を中心として北里柴三郎博
士生誕１５０周年記念事業が展開され、その一環として石原昌
一教育学部教授によって製作された北里博士の胸像（写真８）
が玄関ホールに設置された。
　基礎医学研究棟竣工当時と、２０１０（平成２２）年現在の研究
室の配置を図５に示す。当初１階にあった総合研究室は、
医学総合研究棟の竣工後に拡大移設され、空いたスペースはしばらくセミナー室として主
に大学院生の講義等に使用されていたが、その後生命倫理学分野・呼吸器病態学分野と生
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図５　基礎研究棟配置図

写真８　北里柴三郎博士胸像
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図６　医学教育図書棟と医学総合研究棟

命科学研究部の事務部が使用することとなり、現在に至っている。

　第２項　医学総合研究棟

　医学総合研究棟は２００２（平成１４）年４月１日に竣工した。１、２階は解剖関係室、３階
が安全講習室とパソコン端末を設置した情報演習室、４階より８階の一部までが総研関係
室で、８、９階が放射線同位元素（ＲＩ）実験室として使用が開始された。総研関係室には、
旧基礎研究棟と臨床研究棟にあった多数の研究機器や設備が移設、集約された。
　設備としては、４階に大型電子顕微鏡及び磁気共鳴関係機器類等の大型研究機器類が設
置され、５階には分光分析機器を中心に、分光光度計・蛍光分光光度計・円二色性分散計・
ラマン分光光度計が設置されるとともに、遺伝子配列決定のためのＤＮAシーケンサーや
生体内微量元素測定機器を収容する元素分析機器関係室（原子吸光光度計・ゼーマン型原子
吸光光度計・ＩCP発光濃度解析装置）が設置された。６階には細胞培養や遺伝子操作をはじ
めとする多様な実験目的に対応できるように、遺伝子組換え実験室・細胞培養室・細菌培
養室等が配置され各部屋に安全キャビネット・クリーンベンチ・自動細胞解析装置（フロー
サイトメトリー）、分離用超遠心機が設置された。７階には、本荘地区の学内ＬＡＮ中継器
の役割を担う設備が配備され、研究機器としては、各種光学系機器（共焦点レーザー顕微鏡
２台、蛍光顕微鏡・光学顕微鏡）及び画像解析装置等が設置された。８階には総研管理室（総
合受付）・スタッフルームが設置され、ＲＩ総研と共同の管理窓口として運用されている。
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８階の一部と９階の実験室はＲＩ管理区域となっており、８階から入室して９階の実験室
を利用するという運用が行われている。
　講座の再編に伴って設置された、婦人科学分野、放射線診断学分野、乳腺・内分泌学分
野、呼吸器外科学分野と、寄附講座である画像解析学分野、感染症阻止分野、心血管治療
先端医療分野、不整脈先端医療分野は、臨床研究棟等のスペースが狭隘なため、現在この
総合医学研究棟の一部に研究室を構えている（図６の右側の建物）。

　第３項　医学教育図書棟

　医学教育図書棟は２００８（平成２０）年に竣工した６階建ての建物である（写真３）。この医
学教育図書棟は総合医学研究棟に隣接して建築され、入口は両棟で共用されており、更に
内部で本荘総合研究棟とすべての階で繋がっている。医学教育図書棟は、地下が書庫、１
階と２階が図書館医学系分館として使用されている。３階、４階は学生の講義室とゼミ
室、５階、６階は実習室が配置されている。３階には、第１講義室（２２５名収容）、第２講
義室（１３５名収容）の２講義室と事務室が、４階には、第３講義室（１３５名収容）、第４講義室
（１３５名収容）の２講義室とゼミ室１、２、３（各２０名収容）がある。５階には、第１・第２
実習室、６階には第３実習室があり、組織学・生理学・生化学・薬理学・病理学・微生物
学等の実習室として使用されている（図６の左側の建物）。また６階には、医学部長（医学
教育部長）室・医学科長室及び会議室も設置されている。２００８（平成２０）年度より学生講義
がこの医学教育図書棟で開始されており、図書館も２００９（平成２１）年４月に開館した。

　第４項　外来臨床研究棟

　現在の外来診療棟は、１９７７（昭和５２）年に着工、１９７９（昭和５４）年１１月鉄筋コンクリート
３階建て（一部６階建て）にて竣工した。玄関は、現在の臨床研究棟と管理棟（旧外来診療棟）
の間で、正門の真正面に設置された。また、４階以上は新しい臨床研究棟として、従来の
臨床研究棟建設以降に新設された麻酔科・内科学第三・脳神経外科の３講座と臨床総合研
究室が収容された（図２―１）。合計の延面積は当初の概算要求では１０，２８０㎡（外来棟８，３４０
㎡、新しい臨床研究棟１，９４０㎡）であったが、竣工時延べ面積は合計で１０，７１７㎡、建物面積
２，７６３㎡、工事費合計が１８億５，１５５万５，０００円と記録されている（『熊杏』第２５号、ｐ４３参照）。

　第５項　山崎記念館

　１９３１（昭和６）年に竣工した鉄筋コンクリート２階建て、床面積約８００㎡のクリーム系の
外壁色を持つ、本荘・九品寺キャンパスにおける最古の建造物で、本荘北地区南西部の角
に東向きに配置されている（写真９）。その品質、歴史性及び象徴性において至宝である。
県立熊本医科大学長及び官立熊本医科大学長にして医学部中興の祖と仰がれる山崎正董教
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授の還暦並びに医育貢献３０年を記念して、熊本医科大学山崎記念図書館として建設された
ものである。当代随一の建築家と謳われた武田五一京都帝国大学教授の設計で、鉄筋コン
クリート造であるが石造り風の意匠を施し、幾何学的な矩形の中にアールヌーボー流の曲
線が取り入れられており、明治・大正期の重厚さと昭和初期の優美さが見事に調和してい
る。１９９８（平成１０）年に国の有形文化財に登録された。医学部附属病院の再開発に伴い、
２００６（平成１８）年に６２ｍ北から曳き家された。１階ホールには山崎正董博士の椅子掛け姿

写真９　山崎記念館 写真１０　山崎正董博士寿像
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表６　山崎記念館に関する年表
年月日 事　項

１９３０年４月 「山崎博士寿像」建立と「山崎記念図書館」建設の発起　
（山崎博士医育３０年紀功会）　

１９３０年５月 楷樹の寄贈と植樹（岡井慎吾教授）　
１９３１年４月 建築工事開始（経費８５，０００円。内、文部省国費４５，０００円、紀功会寄附金４０，０００

円）。設計武田五一、施行東京清水組
１９３１年５月 寿像制作開始。彫刻・制作者田島亀彦
１９３１年９月 竣工

鉄筋コンクリート造り地上２階建て（書庫部分３層）総床面積３０１坪（うち１３１坪
分を紀功会より国に寄贈）（楷樹は玄関左前に存在）
寿像完成（等身大椅子掛け像、台石共２～７ｍ）。１階大広間に安置

１９３１年１０月１６日 「山崎博士寿像除幕式」、「山崎記念図書館落成式」。以後、「熊本医科大学山崎記
念図書館」として使用　

１９４５年７月１日　 熊本大空襲（コンクリート造の外来診療棟・西新病棟及び山崎記念図書館以外は
焼失）。２階講堂を臨床医学系統講義に使用　

１９４９年５月３１日　 熊本大学設置　
１９５０年６月３日　 山崎正董博士の葬儀並びに告別式に使用　
１９５０年６月 熊本大学附属図書館医学部分館となる
１９６２年５月　　 熊本大学附属図書館医学部分館の医学部基礎棟への移転により図書館機能を終了
１９６４年４月　 熊本大学医学部附属衛生検査技師学校の設置に伴い、改装して校舎として使用

（教官室１、事務室１、講義室２、実習室４）　
１９７２年４月　 熊本大学医学部附属臨床検査技師学校に名称変更　
１９７６年１０月　 熊本大学医療技術短期大学部の設置に伴い、同衛生技術学科の校舎として使用　
１９７７年３月 熊本大学医療技術短期大学部の校舎新設移転により同使用を終了。以後、病歴書

類等の保管並びにレクリエーションに使用　
１９８１年３～８月　 大改修工事。鉄筋コンクリート造り地上２階建て（総床面積８６４㎡）（経費約１億

円、施行小竹組）　
１９８１年１０月 研修・宿泊・レストラン施設「熊本大学山崎記念館」として使用開始（管理運営

者は医学部附属病院長となる）
２００２年３月 有形文化財登録（文化庁）第４３－００１２号

「山崎正董像」が石膏像であることが判明（石原昌一教育学部教授）
レストラン施設を廃止　

２００３年 「山崎正董像」の補修と鋳造（石原昌一教授の手による。資金は熊杏会の寄附によ
る）

２００４年２月 宿泊施設を廃止　
２００４年３月１日 「山崎正董像」青銅像除幕式
２００５年７月～
　　　　２００６年３月

曳き家工事（６２ｍ南下させ、南向きから東向きへ配置変え）並びに楷樹の移植工
事（玄関右前に配置）（下記の改修工事を含めて経費約３億円、施工清水建設）

２００６年４～１２月 内部改修工事
２００６年１２月１６日 「肥後医育二百五十周年」記念事業「山崎正董先生顕彰式」兼「山崎記念館改装オー

プン式」

２００７年１～３月 外装改修工事及び銘板の設置
２００７年１０月及び１２月 山崎先生の書斎机、屏風等の寄贈（三男正忠氏妻山崎穆子氏より）があり、展示

室に配置
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の等身大銅像が安置されている（写真１０）。この像は、記念館建設に合わせて、寿像とし
て、熊本出身で当時東都彫刻界で活躍していた田島亀彦氏により制作されたものであった
が、恐らく当時の金属不足の世状のためか、黒うるし塗の石膏像のままで安置されてい
た。そのため、熊杏会（医学部医学科同窓会）の依頼により２００３（平成１５）年から2００４（平成
１６）年にかけて石原昌一教育学部教授によってブロンズ像として鋳造された。玄関右前に
は楷樹が茂る。楷樹は楷書の語源をなすとともに学問を象徴する。中国山東省曲阜にある
孔子廟の巨木に由来する名木で、旧制熊本医科大学予科漢学の岡井慎吾教授が１９３０（昭和
５）年に幼苗を植樹したもので、医学部のシンボルツリーである。
　図７は山崎記念館の沿革を示す平面図の変遷である。
　建設当時は１階に学生閲覧室・大広間（寿像安置）・事務室、２階には講堂・特別閲覧室・
教官閲覧室・図書館長室・応接室があり、奥棟の書庫は３層からなる。１９８１（昭和５６）年
の改修により、１階がホール・管理人室・食堂・宿泊室５（洋室のシングル３、ツイン２）
からなり、２階は、第１研修室（洋室、収容定員５０人）、第２研修室（和室、２０人）・談話室・
宿泊室５（洋室のシングル３、ツイン１、和室１０畳１）からなる。現在は、１階に研修ホー
ル、２階に研修室が設置された。

　第６項　附属病院

　外来診療棟の変遷から、約１１０年の歴史を振り返ることができる。現在の外来診療棟は
１９７７（昭和５２）年に着工し、１９７９（昭和５４）年１１月に竣工した。玄関・ホール・外来受付及
び薬局の上部は６階建てとし、４階以上には臨床研究棟建設以後に新設された麻酔科・内
科学第三・脳神経外科の３講座と臨床総合研究室を収容した。西側は３階建てで各診療科
の外来診察室が設置された。それに伴い１９７８（昭和５３）年３月には第１病棟が取り壊された。
　附属病院の外来診療棟・玄関は、県立病院の外来（白川側が正門）、熊本医科大学の外来
患者診察所（旧外来と呼ばれていた白川側の門から入り左側の３階建てコンクリート建築で１９８２
（昭和５７）年１０月に取り壊された）、産業道路に面した正門から右の奥にある外来診療棟・玄
関（現管理棟）、そして現在の外来棟、更に５代目の新外来診療棟の新築計画が進行中であ
る。

第５節　進む再開発

　第１項　再開発計画の概要

　熊本大学医学部附属病院は、高度先進医療を担う特定機能病院であり、熊本県及び周辺
地域のセンター的医療機関として重要な役割を果たしてきている。しかしながら、１９６１
（昭和３６）年から１９６６（昭和４１）年に建設された病棟及び中央診療棟は、医療機器の増大等
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も加わり、施設の老朽・
狭隘、機能の陳腐化も著
しく、臨床教育・研究、
医療活動及び病院の管
理・運営に多大な支障を
きたすようになった。こ
れらを踏まえて、施設の
老朽・狭隘等を解消する
とともに、「心の通う病
院を目指して」、病院の
再開発整備を進めること
となった。
　再開発の基本構想として、①高度先進医療機関としての機能強化、②臨床教育機関とし
ての充実、③地域医療への貢献、④治療体系・事務機構の効率化の推進を掲げた。

　第２項　再開発Ⅰ期計画：西病棟

　２０００（平成１２）年２月、Ⅰ期計画として、本荘団地北地区既設病棟間の空きスペースに、
鉄骨鉄筋コンクリート造り地下１階地上１２階建て免震構造を採用した延べ床面積２４，５４７㎡
の西病棟を着工した。西病棟は、２００２（平成１４）年４月完成し、同年１０月開院した（写真
１１）。病室は、個室と４人部屋があり、ゆとりのある病棟となった。１階には防災セン
ター・厨房、２階から１２階には内科系・小児科系・産科・周産母子センター・集中治療部
が配置された。

　第３項　再開発Ⅱ期計画：新中央診療棟

　病院再開発のⅡ期計画は新中央診療棟の建設へと進んだ。基本理念に、①高度先進医療
の充実、②医療スタッフの育成・研究・開発の推進、③地域医療の中心的役割を掲げ、「長
寿命先端医療施設の設置、拡張性、快適性、アメニティの確保、安全性、信頼性、親しみ
やすさの確保」の設計コンセプトのもと、２００４（平成１６）年２月、西病棟の南側に鉄骨鉄筋
コンクリート造りの地下１階地上７階建て、西病棟と同様の免震構造を採用した延べ床面
積２２，５５２㎡の新中央診療棟の建設に着工した。新中央診療棟は２００６（平成１８）年７月に完
成し、翌年１月開院した（写真１２）。
　新中央診療棟は、西病棟の東端と接続し、その接続部の１階ロビーが西玄関となり、そ
の玄関の右側に救急外来が設置された。中央診療棟は地下１階に中央放射線部、１階に中
央放射線部、救急・総合診療部（救急外来）、２階に集団精神療法室、リハビリテーション
部、光学医療診療部、３階に中央検査部、輸血・細胞治療部、検査カフェ、４階に病理
部、感染免疫診療部、５階に中央材料部、ＭＥ機器センター、物流管理室、６階に中央手

写真１１　新築された西病棟（右）と東病棟（中央）、左は旧第 6病棟
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術部、７階には、臨床研修センターが
設置された。
　本院の災害時における緊急体制の構
築については、地域からもかねてより
強い要望があり、重傷患者・医療救護
スタッフ・医療用物資等を広域搬送で
きるヘリポートが新中央診療棟屋上に
設置された。

　第４項　再開発Ⅲ期計画：東病棟

　再開発のⅢ期計画は東病棟の建設であった。２００７（平成１９）年１１月、西病棟の東側（第５
病棟と臨床講義室の跡地）に鉄骨鉄筋コンクリート造りの地下１階地上１２階建て、免震構造
を採用した延べ床面積１９，７１８㎡の東病棟を着工した。２０１０（平成２２）年２月完成し、同年１０
月開院した（写真１１）。
　東病棟と西病棟及び中央診療棟がワンセットとして完成することにより、病院内のアク
セスが良くなり病院機能が大幅に向上した。中央手術室と外科病棟は最短距離で結ばれ、
病棟は臓器別診療として内科系・外科系が同じフロアーでセンターとして再配置された。
　１２階に長期入院中の児童生徒に対して、院内学級及びライブラリーインフォメーション
が設置された。また、１階に患者の福利厚生施設として、売店・花屋・理容室・美容室及
びキャッシュコーナーが設置された。

　第５項　再開発Ⅳ期計画：外来診療棟

　今後、Ⅳ期計画として、外来診療棟の改築が予定されている。新外来診療棟計画におい
ては、当初計画では、改修工事で予定されていたが、文部科学省と協議した結果、改築工
事での了承を得た。
　基本理念をもとに、外来運営方針として、①患者・家族等の外来受診環境の向上、②地
域全体の医療水準の向上、③臨床教育・臨床研究プロセスの向上、④健全経営に向けた業
務運用の向上を決定し、また、外来施設整備方針として、①患者優先の外来医療体制、②
地域医療連携センターの設置、③教育・研究スペースの確保、④防災・救護医療への対応、
⑤諸室の標準化・共有化を決定し、これらを踏まえた運用計画を策定した。

写真１２　新中央診療棟（西側）
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第６節　�医学部医学科同窓会「熊杏会」と財団法人肥後医
育振興会

　第１項　同窓会の変遷

　本学医学部の直接の母体は１８９６（明治２９）年に設立された私立熊本医学校であるが、同
窓会もその当時まで遡ることができる（『熊本大学医学部百年史』参照）。私立熊本医学校で
は１８９６年９月１１日に始業式が行われ、翌１８９７年１１月１２日に開校式と第１回卒業授与式が挙
行された。その翌年の１８９８年３月７日に校友会（当時は同窓会をこのように呼称した）発会
式が開催され、会則が制定されたとの記述が残っている（私立熊本医学校校友会『鎮西医報』
第１３号、ｐ２８～２９、１８９８年）。熊本医学専門学校に昇格後、１９０８（明治４１）年に「熊本医学校
同窓懇親会」開催の記録があり、１９１４（大正３）年には「私立熊本医学専門学校卒業生同窓
会」会則が制定されている（私立熊本医学専門学校卒業生同窓会会則『熊本医学専門学校校友
会雑誌』第１４号、ｐ１６２～１６３、１９１４年）。１９２９（昭和４）年５月１日に官立熊本医科大学が誕
生し、同年１０月２１日に熊本医科大学学友会会則が制定されている（熊本医科大学学友会会
則（１９２９年１０月２１日制定）『会員名簿』熊本医科大学学友会発行、ｐ3、１９３５年６月）。このよう
に戦前の同窓会組織は、医学校の設立形態の変遷に伴いさまざまな形態をとっていたが、
１９４０（昭和１５）年３月１８日付の熊本医科大学学友会会則改訂により、私立熊本医学校設立
以降のすべての卒業生が学友会会員となり、同窓会組織としての機能が完備した（熊本医
科大学学友会会則（１９４０年３月１８日改正）『会員名簿』熊本医科大学学友会発行、ｐ1、１９４０年１２
月２５日発行）。１９４１（昭和１６）年５月２０日に戦時中の国策に従って、全国の大学、高専、中
学校の校友会が改組されることになり、本校でも学友会組織は熊本医科大学報国団に改組
された。

　第２項　同窓会再結成（１９５６年１０月２０日）以降

　１９４９（昭和２４）年５月３１日に国立熊本大学が総合大学として発足し、熊本医科大学は熊
本大学医学部となったが、それに伴い翌１９５０（昭和２５）年９月に熊本大学熊本医科大学同
窓会総会が開催され、会則が制定された（熊本大学熊本医科大学同窓会会則（１９５０年９月３０日
決定）。『会員名簿』昭和２５年用）。
　しかし、この間の同窓会活動の主体は支部単位での集まりで、大学主導の同窓会活動は
活発ではなかったようである（世良完介「同窓会再結成までの経過報告」『同窓会会報』第１号、
ｐ２～３、１９５７年）。１９５４（昭和２９）年３月に熊本医科大学の最後の卒業式が挙行され、１９５６
（昭和３１）年１０月に熊本市において第５６回九州医師会医学会が開催されるのを契機に、熊本
の地元支部同窓会と医学部が一体となって熊本大学医学部同窓会総会を盛大に開催しよう
という機運が盛り上がり、同年１０月２０日、大洋デパート特別室で熊本大学医学部同窓会再
結成式が開催された。４００名を超える出席者の満場一致で新会則が承認され、役員が決定
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された。新しい会則では、会の名称は「熊本大学医学部同窓会」とし、会長は熊本大学医
学部長であり、総会は年１回以上熊本市において開催するが、都合により開催地を変更す
ることができるとされている。その後、会長に関しては、１９８１（昭和５６）年の会則改訂に
より、「会長は評議員会において正会員から選出する」と改められた。これを受けて、
１９８１年４月～１９９３（平成５）年３月を忽那将愛会長、１９９３年４月～２００５（平成１７）年３月を
徳臣晴比古会長、２００５年４月～２００８（平成２０）年３月を岡崎禮治会長、２００８年４月からは
神原武会長が務めている。
　同窓会の名称は１９７６（昭和５１）年までは「熊本大学医学部同窓会」と称されていたが、
１９７７（昭和５２）年から「熊杏会」という名称が用いられるようになった。当時の理事会で同
窓会に別称をつけようとの議論があり、それまで熊本市同窓会支部の名称であった「熊杏
会」を関係者の了解のもと、同窓会の名称として使用することが決定された（熊本大学医
学部同窓会誌『熊杏』第２２号）。『熊杏（ゆうきょう）』は「熊本」の『熊』、「銀杏」「杏仁」の『杏』
を合わせたものである。
　熊杏会は、会員相互の親睦と連携を図り、併せて母校の発展に寄与することを目的と
し、年に１回の総会並びに各支部の状況に応じて支部会を開催するとともに同窓会誌『熊
杏』を年１回発行し、ホームページ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ｄｏｓｏｋａｉ.ｎｅ.ｊｐ/ｙ　ｕｋｙ　ｏｋａｉ/）ではタイムリー
な情報を同窓会員に提供している。また、会員名簿を３年に１回発行している。更に、各
種の学術支援や医学部医学科学生への支援を実施している（医学部保健学科同窓会に関して
は、第４章第６節参照）。

　第３項　財団法人肥後医育振興会

　財団法人肥後医育振興会は熊本大学医学部百周年を契機に、熊本県下の医学教育や研究
を助成し、地域医療の向上と住民の健康増進を図る目的で、１９９６（平成８）年５月に設立
された。基本財産は、医学部教官・事務官、医学部同窓会員、医学部後援会並びに関係団
体からの寄附金で形成された。現在の活動は、維持会員会費、一般の個人や協賛財団・企
業からの寄附並びに収益事業収入によって支えられている。発足以来、市民向け医学公開
講座「肥後医育塾」の開催や健康・医療情報誌『まいらいふ』（２０１０年以降は『あれんじ』）の
発行などで、一般市民にもその活動が知られている。また、若手研究者支援、外国人留学
生支援、学会・シンポジウム支援なども広く行っている。法人法の改正に伴い、２０１１（平
成２３）年１月には熊本県第１号の公益財団法人に認定された。それを機に「熊本県医療人
育成総合会議」も開催している（肥後医育振興会ホームページ　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.11９ｈｉｇ　ｏ.ｃｏｍ/）。

第７節　将来への展望

　医学科と保健学科を擁する医学部は、特に医学科のこれまでの歴史と伝統を考えると、
今後も熊本県だけでなく全国的にも確固たる地位を保持していくものと思われる。また、
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現在大きな社会問題と化した地域医療の崩壊や地方の医師不足を考えると、今後とも医学
科だけでなくコメディカルを養成する保健学科の重要性も変わらないと思われる。その意
味で、医学部は高校生が進みたいと希望する学部のトップを、当分の間、維持するであろ
う。保健学科の将来構想は、第４章保健学教育部の記載に譲るとして、本稿では、医学部
医学科の将来の展望について記す。
　従来、我が国の医学教育は各大学の独自性に任されてきたが、１９９０年代後半から全国的
なレベルで医学教育改革が始まり、統合型カリキュラムやPＢＬ（ｐｒｏｂｌｅｍ－ｂａｓｅｄ ｌｅａｒｎｉｎｇ　：
問題解決型学習）とチュートリアル（学生主導の型の少人数学習）方式の授業等が導入される
ようになった。この流れを受けて、２００１（平成１３）年には文部科学省によって「医学教育
モデル・コア・カリキュラム」が策定され、医学教育の標準化がなされることとなった。
このカリキュラムでは、医学部で修得すべき学習内容の３分の２程度をコア化（標準化）
するとともに、統合型（臓器・系統別）カリキュラムを取り入れたことが特徴となっている。
本学医学部医学科でも、このような新しい医学教育体制に対応するため、カリキュラム改
革を進めるとともに医学教育ＦＤワークショップを毎年開催し、医学科教員の教育能力の
向上を図ってきた。「医学教育モデル・コア・カリキュラム」は２００７（平成１９）年度と２０１０（平
成２２）年度の 2度の改訂を経て、更に充実した内容となっており、この内容をいかに確実
に学生に修得させるかが今後の大きな課題である。２００５（平成１７）年度から本格導入され
た全国共通の共用試験であるCＢＴや客観的臨床能力試験（ＯSCＥ）も同カリキュラムに準拠
しており、今後もｕｐ ｔｏ ｄａｔｅなカリキュラム改革を進める必要がある。更に国内標準化だ
けではなく、医療のグローバル化に対応して医学教育の国際標準化が全国レベルでの課題
となってきた。諸外国に比して、我が国の医学教育では臨床実習期間が少ないのみなら
ず、見学型が主体であることが指摘されている。医師国家試験に関しても従来の筆記型試
験のみならず、臨床能力を検定する国家試験ＯSCＥ導入が検討されており、今後は、診療
参加型の臨床教育の充実が求められるであろう。
　さて、医師不足や医師の偏在の解消のために、全国の大学医学部や医科大学で定員増が
図られたが、本学の医学部医学科定員も２００９（平成２１）年度に１０名増の１１０名とした。２０１０
（平成２２）年度には更に地域枠５名を増員し１１５名となった。現時点での教員数、講義室や
実習室などの教育設備の収容能力を考えると、これ以上の増員は極めて困難である。他大
学においても類似の状況で、医学部の新設や４年制のメディカルスクール構想が浮上して
いる。しかし、このまま医学部医学科の定員増加を続けると、必然的に医師過剰とそれに
伴う医療費増大という状況に陥るであろう。今、全国の歯学部が抱えているまさに同じ問
題が繰り返されることが懸念される。「前者の轍」を踏まない卓見が望まれる。
　十数年ほど前、学士入学を行うかどうかという議論のとき、「熊本大学医学部は単なる
医師養成のための医学部ではない」という意見が教授会で出され、文部省の意向に反して
学士入学を導入しなかった経緯がある。歴史的に研究マインドを重視し、それが立派な医
師や研究者を養成していくのだという、熊本大学医学部の伝統は今後も受け継がれるべき
である。
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